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令和２年度ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業 

全体の流れ 

 

※審査スケジュールは，申請校数によって変更の可能性があります。 

 

 

  

《公募》 

令和２年 

資料１ 

 

令和３年 

1月 2 月 3 月 4 月 3 月 

番号②

提出 

必要に応じて

番号④提出 

2月初旬 

 

2月６日 

≪書面審査≫ 

3月中旬 

1月 23日      

3/31 

12 月 26日 

番号③

提出 

公募 

開始 

番号①

提出 

内定・採択 

3月下旬 

《事業実施》 

番号⑤

提出 



 

提出資料一覧 

 

【公募時】 

番号 
参照

資料 
提出資料 分量 提出方法 締切 

① 

実
施
要
項
・
公
募
要
領
（
委
託
要
項
） 

別紙様式１ 

（申請希望調書） 

指定なし 

電子媒体をメ

ールにて送付 

1 月 23 日

（木） 

正午必着 

② 

別紙様式２-1～3 

（申請書、同意書かがみ） 

電子媒体をメ

ールにて送付

するととも

に，紙媒体 30

部（正本 1 部，

副本 29 部）

を郵送 

電子媒体，紙

媒体ともに、 

２月 6 日

（木） 

正午必着 

様式自由 

（構想全体の概要が分かる

ビジュアル資料） 

A4 判 1 頁 

別紙様式 3 

（実施希望調書） 
A4 判 4 頁以内 

別紙様式 4-1,2 

（構想計画書） 

＜添付資料＞ 

拠点校・共同実施校の 

・令和 2 年度に在籍する生

徒の、3 年間の教育課程表 

・学校概要等パンフレット 

別紙様式 4-2 は 

任意の添付資料を除き 

A4 判 15 頁以内 

※教育課程表及びパンフレットは

枚数に計上しない。 

別紙様式 5-1～3 

（所要経費等） 

指定なし 

別紙様式 6 

（担当者名簿） 

 

資料２ 

 



 

 

【採択内定後】 

番号 
参照

資料 
提出資料 分量 提出方法 締切 

③ 

 

実
施
要
項
・
委
託
要
項
（
公
募
要
領
）

 

別紙様式１ 

（事業実施計画書） 

 

＜添付資料＞ 

・拠点校・共同実施校の令

和 2 年度教育課程表 

・別添 1～3 

本文は 3 頁以内 

別添は指定なし 

①電子媒体をメールにて

送付 

 

②文部科学省による確認

後，内諾済みのものを

紙媒体で郵送 

指定内定後，

別途指示 

委託契約書 

※文部科学省から送付 
- 紙媒体を返送 

 

【採択後】 

番号 
参照

資料 
提出資料 分量 提出方法 締切 

④ 

 

実
施
要
項
・
委
託
要
項
（
公
募
要
領
） 

別紙様式２ 

（事業実施計画変更申請書） 
指定なし 

①電子媒体をメー

ルにて送付 

 

②文部科学省によ

る確認後，内諾

済みのものを紙

媒体で郵送 

変更前に 

すみやかに 

⑤ 

別紙様式 3 

（事業完了報告書） 
20 頁以内 

紙媒体を郵送 

事業が完了し

た日から 30 日

を経過した日，

又は当該事業

年度末日のい

ずれか早い日 

別紙様式 4-1～5 

（事業完了決算書） 

 

＜添付資料＞ 

・支出を証明できる領収書等の写し 

・収支簿（原本証明をしたもの） 

指定なし 

成果物 

（研究報告書や生徒論文集等） 

管理機関等の

HP を通じて

定常的に公開 

 

※上記の他、必要な書類の提出が生じた場合は、別途指示します。 



ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業実施要項 

 

平成３１年１月２３日 
文 部 科 学 大 臣 決 定 

 

１．事業の趣旨・目的 

社会の大きな変革として Society 5.0が訪れようとする中，我が国の新たな社会を牽引す

る人材の育成が求められており，平成 30年 6月に文部科学省「Society 5.0に向けた人材

育成に係る大臣懇談会」においてまとめられた「Society 5.0に向けた人材育成 ～社会が

変わる，学びが変わる～」において，新たな時代に向けた学びの変革，取り組むべき施策

（Society 5.0に向けたリーディング・プロジェクト）の一つとして，文理両方を学ぶ高大

接続改革にもとづく，ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム（以下「Ｗ

ＷＬコンソーシアム」という。）の創設が提案された。 

ＷＷＬコンソーシアムは，高度かつ多様な科目内容を，生徒個人の興味・関心・特性に

応じて履修可能とする高校生の学習プログラムの開発と実践を担うものとして想定されて

おり，将来的に，高校生 6万人あたり 1か所を目安に，各都道府県で国立，公立及び私立

の高等学校等を拠点校として整備し，すべての高校生がオンライン・オフラインで参加す

ることを可能とする仕組みを持つことが目指されている。 

本事業では，Society 5.0において共通して求められる力（①文章や情報を正確に読み解

き対話する力，②科学的に思考・吟味し活用する力，③価値を見つけ生み出す感性と力，

好奇心・探求力等）を基盤として，将来，新たな社会を牽引し，世界で活躍できるビジョ

ンや資質・能力を有したイノベーティブなグローバル人材を育成するため，高等学校等と

国内外の大学，企業，国際機関等が協働し，テーマを通じた高校生国際会議の開催等，高

校生へ高度な学びを提供する仕組み「アドバンスト・ラーニング・ネットワーク」（以下

「ＡＬネットワーク」という。）を形成した拠点校を全国に配置することで，将来的に，

ＷＷＬコンソーシアムへとつなげることを目的としている。 

 

２．事業概要 

本事業では，将来，世界で活躍できるイノベーティブなグローバル人材を育成するため，

これまでのスーパーグローバルハイスクール事業の取組の実績等，グローバル人材育成に

向けた教育資源を活用し，高等学校等の先進的なカリキュラムの研究開発・実践と持続可

能な取組とするための体制整備をしながら，高等学校等と国内外の大学，企業，国際機関

等が協働し，テーマを通じた高校生国際会議の開催等，高校生へ高度な学びを提供する仕

組み（ＡＬネットワーク）の形成を目指す取組である。 
 

３．管理機関 

（１）管理機関（国立の高等学校等にあっては当該学校を設置する国立大学法人，公立の高

等学校等にあっては当該学校を所管する教育委員会，私立の高等学校等にあっては当該

学校を設置する学校法人等をいう。以下同じ。）は，事業拠点校を中心として組織的に

研究開発・実践に取り組む体制を整備すること。 

（２）管理機関は，本事業の運営に関し，専門的見地から指導，助言に当たる運営指導委員

会を設けるものとする。運営指導委員会は，学校教育に専門的知識を有する者，学識経

験者，関係行政機関の職員等，第三者によって組織するものとする。 

（３）事業の実施状況を検証するための第三者による検証組織を設置するものとする。 

（４）本事業が円滑および適切になされるよう，管理機関は，事業関係機関との間で十分な

情報共有体制を整備するものとする。 

（５）事業関係機関が協働しながら，本事業を円滑に実施していくため，カリキュラムを研

資料３ 

 



究開発する人材を管理機関に配置するものとする。 

（６）管理機関は，本事業をより質の高い取組とするため，事業の実施に必要な取組に対し，

人的または財政的な支援や教職員を育成するための研修やセミナー等を実施するものと

する。 

（７）管理機関は，本事業を受託している間に，国内外の大学，企業，国際機関等と協働し，

国内外の高等学校等との連携によるテーマと関連した高校生国際会議等を行うこととす

る。 

（８）管理機関は国の委託が終了した後も事業を継続的に実施できる計画を作成するものと

する。 

 

４．採択の手続 

（１）管理機関は，都道府県の教育委員会又は知事を経由して（国立大学法人及び指定都市

教育委員会にあっては直接），文部科学省に本事業実施に係る申請書を提出するものと

する。申請書には本事業における事業拠点校となることに関する同意書を添付するもの

とする。 

（２）外部有識者による本事業におけるＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソー

シアム構築支援事業企画評価会議（以下「企画評価会議」という。）が，提出された申

請書を審査し適切と認めるときは，文部科学省は当該学校を本事業における事業拠点校

に採択する。 

 

５．事業の委託 

文部科学省は，採択された事業拠点校の管理機関に事業を委託する。 

 

６．研究開発の実施 

本事業における事業拠点校及び事業共同実施校においては，イノベーティブなグローバ

ル人材育成に資する教育を重点的に実施し，これに関する教育課程等の改善に資する実証

的資料を得るため，現行教育課程の基準の下での教育課程等の改善に関する研究開発のほ

か，学校教育法施行規則第８５条（同規則第１０８条第２項で準用する場合を含む。）並

びに第７９条及び第１０８条第１項で準用する第５５条に基づき，現行教育課程の基準に

よらない教育課程を編成，実施して研究開発を行うことができる。 

 

７．本事業の運営 

（１）文部科学省は，本事業に係る企画，審査及び評価等を行うため，企画評価会議を開催

する。 

（２）文部科学省は，本事業における事業拠点校等における事業の実施状況について，管理

機関等に対して聴取及び実地調査をすることができる。 

 

８．事業委託の期間 

事業の委託は会計年度ごとに行うが，本事業の実施期間は原則として 3 年とし，4 年目

以降の事業の実施については，3 年目の評価結果等により，特例制度等を活用した事業の

継続実施ができる。 

 

９．実績の報告 

管理機関は，本事業における成果・実績を毎年度文部科学省に報告するものとする。 

 

10．委託経費等 

（１）文部科学省は，予算の範囲内で，本事業の実施に当たり必要な経費を支出する。 



（２）文部科学省は，必要に応じ，委託に係る研究開発の経理処理状況について実態調査を

行うものとする。 

 

11．本事業における企画評価会議 

（１）本事業における企画評価会議は，学校教育に専門的知識を有する者，学識経験者，産

業界有識者等をもって構成する。 

（２）本事業における企画評価会議は，管理機関から事業の実施状況について，聴取するこ

とができる。 

（３）本事業における企画評価会議は，管理機関に対して，定期的に事業の評価を行う。 

 

12．文部科学大臣の講ずる措置 

文部科学大臣は，本事業における管理機関における取組内容が，趣旨及び事業目的に反

し，又は沿わないと判断されるときは，本事業における企画評価会議の意見を聴いて，採

択の取消を含めた必要な措置を講ずる。 

 

13．その他 

この要項に定める事項のほか，本事業の実施に当たり必要な事項については，本事業に

おける委託要項等による。 



ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業委託要項 

 

平成３１年１月２３日 

初等中等教育局長決定 
 

１．事業の趣旨・目的 

社会の大きな変革として Society 5.0 が訪れようとする中，我が国の新たな社会を牽引す

る人材の育成が求められており，平成 30 年 6 月に文部科学省「Society 5.0 に向けた人材

育成に係る大臣懇談会」においてまとめられた「Society 5.0 に向けた人材育成 ～社会が

変わる，学びが変わる～」において，新たな時代に向けた学びの変革，取り組むべき施策

（Society 5.0 に向けたリーディング・プロジェクト）の一つとして，文理両方を学ぶ高大

接続改革にもとづく，ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム（以下「Ｗ

ＷＬコンソーシアム」という。）の創設が提案された。 

ＷＷＬコンソーシアムは，高度かつ多様な科目内容を，生徒個人の興味・関心・特性に

応じて履修可能とする高校生の学習プログラムの開発と実践を担うものとして想定されて

おり，将来的に，高校生 6 万人あたり 1 か所を目安に，各都道府県で国立，公立及び私立

の高等学校等を拠点校として整備し，すべての高校生がオンライン・オフラインで参加す

ることを可能とする仕組みを持つことが目指されている。 

本事業では，Society 5.0 において共通して求められる力（①文章や情報を正確に読み解

き対話する力，②科学的に思考・吟味し活用する力，③価値を見つけ生み出す感性と力，

好奇心・探求力等）を基盤として，将来，新たな社会を牽引し，世界で活躍できるビジョ

ンや資質・能力を有したイノベーティブなグローバル人材を育成するため，高等学校等と

国内外の大学，企業，国際機関等が協働し，テーマを通じた高校生国際会議の開催等，高

校生へ高度な学びを提供する仕組み「アドバンスト・ラーニング・ネットワーク」（以下

「ＡＬネットワーク」という。）を形成した拠点校を全国に配置することで，将来的に，

ＷＷＬコンソーシアムへとつなげることを目的としている。 

 

２．委託内容 

本事業では，将来，世界で活躍できるイノベーティブなグローバル人材を育成するた

め，これまでのスーパーグローバルハイスクール事業の取組の実績等，グローバル人材育

成に向けた教育資源を活用し，高等学校等の先進的なカリキュラムの研究開発・実践と持

続可能な取組とするための体制整備をしながら，高等学校等と国内外の大学，企業，国際

機関等が協働し，テーマを通じた高校生国際会議の開催等，高校生へ高度な学びを提供す

る仕組み（ＡＬネットワーク）の形成を目指す取組を実施する。 
 

３．委託先 

文部科学省は，管理機関（国立学校にあっては当該学校を設置する国立大学法人，公立

学校にあっては当該学校を所管する教育委員会，私立学校にあっては当該学校を設置する

学校法人等をいう。以下「管理機関」という。）に対して事業を委託する。 
 

４．委託期間 

実施期間は，原則として 3 年間とする。ただし，委託契約については年度毎に締結する

こととし，契約期間は委託を受けた日から当該年度の末日までとする。なお，年度毎の実

績や，次年度以降の事業計画を踏まえつつ，継続することが妥当であると判断された取組

を次年度の対象とする。 
 

５．委託手続 

（１）採択内定後，委託を受けようとする管理機関は，消費税の納税義務者であるか確認で

資料４ 

 



きる書類を添えて，事業実施計画書（別紙様式１）を文部科学省に提出すること。 

（２）文部科学省は，管理機関から提出された事業実施計画書の内容を確認し，適切である

と認めた場合，当該管理機関と委託契約を締結する。なお，必要に応じて当該計画の見

直しを求めることができる。 
 

６．委託費 

（１）文部科学省は，予算の範囲内で本事業に要する経費（諸謝金，旅費，借損料，会議

費，印刷製本費，図書購入費，通信運搬費，消耗品費，人件費，雑役務費，再委託

費，消費税相当額）を委託費として支出する。 

（２）文部科学省は，委託費を，額の確定後，委託先の請求により支払うものとする。た

だし，委託先が事業の完了前に必要な経費の支払を受けようとし，文部科学省が必要

であると認めるときは，契約額の全部又は一部を概算払いするものとする。 

（３）契約締結及び支払を行う場合には，国の契約締結及び支払に関する規定の趣旨に従

い，経費の効率的な使用に努めること。 

（４）事業の実施過程において，事業実施計画について変更する必要があるときは，事業

実施計画変更申請書（別紙様式２）により速やかに文部科学省に報告し，その指示を

受けるものとする。ただし，経費の内訳の変更による経費区分間の流用で，経費区分

間で増減する額が委託費の総額の 20％を超えない場合はこの限りではない。 

（５）文部科学省は，委託を受けた管理機関が本委託要項等に違反したとき，契約の締結

に当たり不正な申立てをしたとき，事業の実施に当たり不正又は不当な行為をしたと

き，又は，事業を遂行することが困難であると認めたときは，契約の全部又は一部を

解除し，かつ既に支払った委託費の全部又は一部を返還させることができるものとす

る。 
 

７．再委託 

（１）委託を受けた事業の全部を第三者に委託（以下「再委託」という。）することはでき

ない。ただし，再委託することが事業を実施する上で合理的であると認められるものに

ついては，一部を再委託することができる。 

（２）委託事業の一部を再委託しようとする場合は，再委託申請書（別紙様式１別添３）を

記載の上，文部科学省に提出し，承認を受けることとする。再委託の承認後，再委託先

の相手方の変更等履行体制に関する事項の内容に変更が生じた場合も同様とする。 

（３）再委託先は，再委託を受けた事業を第三者に委託（再々委託）することはできない。 
 

８．報告書等 

（１）委託を受け，事業を行った管理機関は収支金額を確定の上，事業が完了した日から

30 日を経過した日又は当該事業年度末日のいずれか早い日までに詳細に記載した事業

完了報告書（別紙様式３），事業完了決算書（別紙様式４-１～５），支出を証明でき

る領収書等の写しを文部科学省に提出すること。 

（２）事業の成果物も，併せて提出すること。 

（３）成果物については，委託先においてもホームページに掲載するなど，成果普及に努め

ること。 
 

９．委託費の額の確定 

（１）文部科学省は，上記８（１）により提出された事業完了報告書及び事業完了決算書に

ついてその内容を審査及び必要に応じて実地調査を行い，その内容が適正であると認め

たときは，委託費の額を確定し，管理機関に対して通知するものとする。 

（２）（１）の確定額は，本事業に要した決算額と委託契約額のいずれか低い額とする。 

（３）文部科学省は，上記（１）において，適正な経費執行がなされていない場合，経費の



全部又は一部について，返納を求めることができる。 
 

１０．委託の取消し 

（１）文部科学省は，管理機関が委託要項等に係る違反をしたとき，実施に当たり不正又は

不当な行為をしたとき，又は委託事業の遂行が困難であると認めたときは委託を解除す

ることができる。 

（２）文部科学省は，上記（１）による場合で，概算払により既に経費を支出した場合につ

いては，経費の全部又は一部について，返納を求めることができる。 

（３）上記（１）により経費の返納を求められたときは，文部科学省歳入徴収官の発する納

入告知書により返納しなければならない。 

 

１１．その他 

（１）文部科学省は，管理機関による事業の実施が当該趣旨に反すると認められるときは，

必要な是正処置を講ずるよう求めることができる。 

（２）文部科学省は，必要があると認めたときは，管理機関に対して事業の実施状況，委託

費の使途，その他必要な事項について報告を求め，又は実地調査を行うことができる。 

（３）本事業による取組が，他の事業の委託費又は補助金等による財政的措置を受けている

場合は，本事業経費として支出することはできない。 

（４）この要項に定めのない事項で事業の実施に必要な事項は，初等中等教育局委託事業事

務処理要領による。 
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１．事業の趣旨・目的 

社会の大きな変革として Society 5.0 が訪れようとする中，我が国の新たな社会を牽引

する人材の育成が求められており，平成 30 年 6 月に文部科学省「Society 5.0 に向けた人

材育成に係る大臣懇談会」においてまとめられた「Society 5.0 に向けた人材育成 ～社会

が変わる，学びが変わる～」において，新たな時代に向けた学びの変革，取り組むべき施

策（Society 5.0 に向けたリーディング・プロジェクト）の一つとして，文理両方を学ぶ高

大接続改革にもとづく，ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム（以下

「ＷＷＬコンソーシアム」という。）の創設が提案されました。 

ＷＷＬコンソーシアムは，高度かつ多様な科目内容を，生徒個人の興味・関心・特性に

応じて履修可能とする高校生の学習プログラムの開発と実践を担うものとして想定されて

おり，将来的に，高校生 6 万人あたり 1 か所を目安に，各都道府県で国立，公立及び私立

の高等学校等を拠点校として整備し，すべての高校生がオンライン・オフラインで参加す

ることを可能とする仕組みを持つことが目指されています。 

本事業では，Society 5.0 において共通して求められる力（①文章や情報を正確に読み解

き対話する力，②科学的に思考・吟味し活用する力，③価値を見つけ生み出す感性と力，

好奇心・探求力等）を基盤として，将来，新たな社会を牽引し，世界で活躍できるビジョ

ンや資質・能力を有したイノベーティブなグローバル人材を育成するため，高等学校等と

国内外の大学，企業，国際機関等が協働し，テーマを通じた高校生国際会議の開催等，高

校生へ高度な学びを提供する仕組み「アドバンスト・ラーニング・ネットワーク」（以下

「ＡＬネットワーク」という。）を形成した拠点校を全国に配置することで，将来的に，

ＷＷＬコンソーシアムへとつなげることを目的としています。 

 

２．事業の概要 

（１）事業概要 

本事業では，将来，世界で活躍できるイノベーティブなグローバル人材を育成するた

め，これまでのスーパーグローバルハイスクール事業の取組の実績等，グローバル人材育

成に向けた教育資源を活用し，高等学校等の先進的なカリキュラムの研究開発・実践と持

続可能な取組とするための体制整備をしながら，高等学校等と国内外の大学，企業，国際

機関等が協働し，テーマを通じた高校生国際会議の開催等，高校生へ高度な学びを提供す

る仕組み（ＡＬネットワーク）の形成を目指す取組を支援します。 

 

（２）事業運営組織 

ＡＬネットワーク形成のためのステークホルダー（利害関係者）として，「管理機関

（国立の高等学校等にあっては当該学校を設置する国立大学法人，公立の高等学校等にあ

っては当該学校を所管する教育委員会，私立の高等学校等にあっては当該学校を設置する

学校法人等をいう。）」，管理機関の管轄下において事業を実施する国立，公立及び私立

の高等学校等の「拠点校」，「共同実施校」，「国内大学」，「海外大学」，「国内連携

校」，「海外連携校」，「国際機関」，「ＮＧＯ」，「企業」等を想定しています。管理

機関の主体的なＡＬネットワーク運営により，ステークホルダー間の緊密な連携や協働を

調整し，将来のイノベーティブなグローバル人材を育成します。 

事業に関わる用語の定義は表１のとおりです。 
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表１ 事業に関わる用語の定義 

用語 定義 

ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラー
ニング）コンソーシアム 

（ＷＷＬコンソーシアム） 

高度かつ多様な科目内容を，生徒個人の興味・関心・特性に
応じて履修可能とする高校生の学習プログラムの開発と実践
を担うコンソーシアム（共同事業体）。将来的に，高校生 6

万人あたり 1 か所を目安に，各都道府県での設置を目指す。 

アドバンスト・ラーニング・ネッ
トワーク 

（ＡＬネットワーク） 

「管理機関」の下に，「拠点校」を中心として組織されるネ
ットワーク。「国内大学」，「海外大学」，「国内連携
校」，「海外連携校」，「国際機関」，「ＮＧＯ」，「企
業」等のステークホルダーから構成される。将来的に，ＷＷ
Ｌコンソーシアムへつなげることを目指す。 

 

ＡＬネットワークのステークホルダーの定義と期待される役割は表２のとおりです。 

 

表２ ＡＬネットワークのステークホルダーの定義と期待される役割 

ステークホルダー 定義と期待される役割 

管理機関 国立の高等学校等にあっては拠点校を設置する国立大学法
人，公立の高等学校等にあっては拠点校を所管する教育委員
会，私立の高等学校等にあっては拠点校を設置する学校法人
等のことを指す。事業申請の際に申請者となる機関で事業実
施の責任機関。 

事業拠点校 

（以下「拠点校」という。） 

本事業に参加する高等学校等（中等教育学校，併設型及び連
携型中学校・高等学校を含む）のうち，事業実施の中心とな
る（拠点となる）高等学校等。 

事業共同実施校 

（以下「共同実施校」という。） 

本事業に参加する高等学校等のうち，拠点校と設置者が同じ
であり，拠点校と共同で事業に取り組む高等学校等。 

事業協働機関 

（以下「協働機関」という。） 

本事業に協働して取り組む国内外の大学，企業や国際機関
等。 

事業連携校 

（以下「連携校」という。） 

本事業に連携して取り組む国内外の高等学校等（在外教育施
設やインターナショナルスクール等も含む）。 

事業関係機関 

（以下「関係機関」という。） 

本事業に参加する全ての機関。 

幹事管理機関 本事業に参加する管理機関のうち，事業全体の情報共有及び
成果普及のための取組等を主催・実施する機関。 

 

（３）研究開発・実践の対象 

研究開発・実践の対象は，国立，公立及び私立高等学校，中等教育学校，併設型及び

連携型中学校・高等学校（以下「高等学校等」という。）です。また，拠点校及び共同

実施校は，同一の設置者（管理機関）であることが必要ですが，その他の教育機関は，

同一の設置者である必要はありません。 

なお，当該高等学校等が，文部科学省が実施する「スーパーグローバルハイスクール」，

「スーパーサイエンスハイスクール」，「スーパープロフェッショナルハイスクール」，

「研究開発学校」，「地域との協働による高等学校教育改革事業」等の他事業の指定を受

けている（またはその予定がある）場合，本事業の拠点校または共同実施校となることは

できませんが，連携校となることは可能です。本事業の申請に際しては，これらの事業と

の区分・相違などを十分整理した上で申請書類を作成してください。 

 

（４）事業の申請者 

事業の申請は，管理機関から文部科学省初等中等教育局長宛に行うこととします。た

だし，指定都市以外の市町村立学校については，都道府県教育委員会高等学校教育主管

課において，私立学校等については，都道府県等の私立学校事務主管課において取りま

とめの上，提出してください。なお，本事業は主として高等学校等における入学時から
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卒業時までの一体的な取組を主な目的の一つとしておりますが，管理機関を同じくする

複数の学校が共同で実施することも可能です。その際には，いずれか一つを拠点校とす

る必要があります。 

 

（５）企画競争に参加する者に必要な資格に関する事項 

①予算決算及び会計令第 70 条の規定に該当しない者であること。 

なお，未成年者，被保佐人又は被補助人であって，契約の締結のために必要な同意

を得ている者は，同条中，特別の理由がある場合に該当する。 

②文部科学省の支出負担行為担当官等から取引停止の処置を受けている期間中の者でな

いこと。 

 

（６）採択予定件数 

５拠点程度（最終的には企画評価会議が決定する） 

 

（７）申請要件 

本事業において設定する目標を実現するため，以下の要件を満たすものとします。 

１．取組内容の要件 

① 事業実施にあたって，グローバルな社会課題研究としてテーマ（ＳＤＧｓ，経済，政

治，教育，芸術等）を設定すること。 

② 国内外の大学，企業，国際機関等との協働によるイノベーティブなグローバル人材育

成に資する先進的なカリキュラムの研究開発・実践をすること。 

③ カリキュラムの研究開発・実践において，外国語や文理両方の複数の教科を融合し，

テーマと関連した「グローバル探究」等の新たな教科・科目を設定すること。また，

その実施にあたっては，外国人講師やＩＣＴ等を活用すること。 

④ 大学教育の先取り履修を可能する取組を事業終了までに行うこと。 

⑤ より高度な内容（例えば，微分方程式，線形代数，データマイニングや国際法等）を

学びたい高校生が学習できる環境整備をすること。 

⑥ 海外の連携校等への短期・長期留学や海外研修等を，カリキュラムの中に体系的に位

置づけて対象となる生徒が必ず経験するようにすること。 

⑦ 文系・理系を問わず，各教科をバランスよく学ぶ教育課程の編成をする（文系・理系

のコース分け等を行わずに，または，コース分け等を行ったとしても，数学科，理

科，地理歴史科，公民科等の教科を幅広く学べるようにする等）こと。 

⑧ 国が実施するアジア高校生架け橋プロジェクトや海外の連携校等からリーダー，架け

橋となる人材を受け入れ，日本人高校生と留学生が一緒に英語等での授業・探究活動

等を履修するための学校体制を整備すること。 

⑨ 国内外の大学，企業，国際機関等と協働し，国内外の高等学校等との連携によるテー

マと関連した高校生国際会議等を事業終了までに行うこと。 

 

２．管理機関の要件 

① 管理機関の下，拠点校を中心として組織的に研究開発・実践に取り組む体制（ＡＬネ

ットワーク）を整備すること。特に，連携校が国の他事業を実施することを希望する

（または既に実施している）場合，複数の取組を実施するための体制の確認や調整を

行うこと。 

② 本事業の実施に際し，専門的見地から指導・助言に当たる運営指導委員会や事業の実

施状況を検証するための組織（以下「検証組織」という。）等を設置すること。 

③ 本事業が円滑及び適切になされるよう，管理機関の下，関係機関との間で十分な情報
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共有体制を整備すること。 

④ 関係機関が協働等をしながら，本事業を円滑に実施していくため，カリキュラムを研

究開発する人材を管理機関に配置すること。 

⑤ 管理機関による事業に関連した人的支援や財政的な支援及び独自の取組，質の高い取

組とするための研修やセミナー等を実施すること。 

⑥ 管理機関による支援期間終了後の事業を継続的に実施できる準備計画をすること。 

 

３．幹事管理機関としての要件 

① 本事業全体の情報共有及び成果普及のための研究協議会・フォーラム等の取組を主催

・実施すること。 

② 各拠点校等に共通する課題やニーズの把握及び解決方法の提案・実施をすること。 

③ 本事業全体の成果等について，ホームページ等による公表（外国語を含む）をするこ

と。 

 

（８）実施期間 

実施期間は原則 3 年間とします。国の財政事情等によりこれを必ず保証するものではあ

りません。また，契約の締結は毎年度行います。なお，4 年目以降の事業の実施について

は，国からの支援金はありませんが，3 年目の評価結果等により特例制度等を活用した事

業の継続実施が可能です。 

 

（９）経費支援額上限 

構想内容を踏まえ，以下のとおりとします。 

・1拠点当たりの年間経費支援額：900 万円程度（初年度） 

＊各管理機関への支援金額は，「ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシ

アム構築支援事業企画評価会議」（以下「企画評価会議」という。）において，構想

の規模及び本事業全体の予算額等に応じて調整します。なお，2 年目以降の支援金額

については，構想の計画，前年度の実績，執行状況等を勘案して検討します。 

＊本事業の採択のための審査にあたり，計上している額の多寡のみで優劣が生じること

はありませんが，本事業規模や自己負担額の確認のため，各管理機関が負担する負担

額についても計上してください。 

＊国からの支援金がある期間中に事業実施体制を整備し，支援期間終了後は自立的に事

業を継続できる計画を策定してください。 

 

（10）対象となる構想 

本事業の対象となる構想は，関係機関の中期的，長期的なビジョンのもとに計画され

る，イノベーティブなグローバル人材育成のための研究開発（実践的な研究も含む）とし

ます。 

申請にあたっては，以下に示すⅠ～Ⅴ（幹事管理機関を希望する場合はⅥも含む）の各

項目について具体的な構想を策定してください。これらの項目は審査を行う際の観点と

なります。 

なお，これらの項目は，関係機関に自らその教育とそのマネジメントを点検・評価する

際の指針としても活用していただく予定です。 
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Ⅰ 構想目的・目標の設定 

a. 事業の趣旨を踏まえて，イノベーティブなグローバル人材像を，資質・能力（コンピ

テンシー），心構え・考え方・価値観等（マインドセット），探究スキル等の観点か

ら多面的に設定し，明確化している。 

注記）上記に挙げた 3 つの観点は，スーパーグローバルハイスクール（文部科学省事業：2014 年度~2020 年度予

定）の事業成果検証において，高校生段階のグローバル人材の資質・能力を測るための指標を設定した際に用いた

ものであり，本事業においても活用する。 

b. 事業の趣旨を踏まえて，ＡＬネットワークの目的と役割を明確化している。 

c. 設定したイノベーティブなグローバル人材像及びＡＬネットワークの目的と役割に基

づいて，短期的，中期的及び長期的な目標を具体的に設定している。 

 

Ⅱ ＡＬネットワークの形成 

a. 構想目的・年度計画の策定，事業の運営，達成状況の評価・見直しのため，管理機関

の長と拠点校等における本事業の運営責任者，主要な協働機関の関係者等をメンバー

とするＡＬネットワーク運営組織を管理機関に設置している。【要件２－①（関

連）】 

注記）特に連携校において，国の他事業を実施することを希望する（または既に実施している）場合，複数の取組

を実施するための体制の確認や調整を行うこと。 

b. ＡＬネットワーク運営組織により，本事業が円滑および適切になされるよう，関係機

関の間で十分な情報共有体制を整備し，新たな協働事業の開発，有効な事業実施を実

現している。【要件２－③】 

注記）特定の国や地域に特化することなく，少なくとも 2 地域以上の，国内協働プログラム，国際協働プログラ

ム，国内外のネットワークを活用した国際会議等のプロジェクトが考えられる。 

c. ＡＬネットワーク運営組織が，国内外の大学，産業界，その他国際機関等との連携・

交流を通じて，当該プログラムの修了生の国際的な分野を学ぶ国内外の大学への進学

や国内外のトップ大学等への進学，海外留学等の促進に寄与している。 

注記）長期的な成果として，当該プログラムの修了生の国際的なキャリアへの進路選択等が考えられる。 

d. ＡＬネットワーク運営組織に専任者からなる事務局を設置するとともに，本事業のカ

リキュラムを開発する人材を配置している。【要件２－④】 

e. ＡＬネットワーク運営組織において，国内外の大学，企業，国際機関等と協働し，国

内外の高等学校等との連携によるテーマと関連した高校生国際会議等を事業終了まで

に行うことを明確化している。【要件１－⑨】 

注記）国際会議等での国際プロジェクトや英語課題研究論文等の発表や表彰等の取組も考えられる。 

f. 事業成果の社会普及のため，社会に開かれたフォーラムや成果報告会などを予定して

いる。またホームページ等による公表（外国語を含む）を予定している。 

g. ＡＬネットワーク運営組織が，構想目的の達成に資する取組を計画し，その効果的か

つ円滑な運営のための情報収集・提供を行っている。 

注記）例えば，ここでの取組には，次のようなことが考えられる。 

 国が実施するアジア高校生架け橋プロジェクトや海外の連携校等からリーダー，架け橋となる優れた人材を

受け入れ，拠点校や連携校の高校生と受け入れた生徒が一緒に授業・探究活動を履修【要件１－⑧】 

 ＩＣＴ，ＩｏＴ活用による国内外との連携教育の強化 

【加算項目】 

h. ＡＬネットワーク運営組織の基盤となる関係機関との協定文書等がある。 
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Ⅲ 研究開発・実践 

a. グローバルな社会課題の中からテーマ（ＳＤＧｓ，経済，政治，教育，芸術等）を設

定している。【要件１－①】 

b. 拠点校，共同実施校，連携校等が，管理機関のリーダーシップのもと，イノベーティ

ブなグローバル人材育成に資する体系的かつ先進的なカリキュラム設計を，国内外の

大学，企業，国際機関等との協働により行っている。【要件１－②】 

c. 設定したテーマと関連し，外国語や文理両方の複数の教科を融合した内容について，

外国語を用いながら探究活動を行う「グローバル探究」等の教科・科目を設定してい

る。また，その実施にあたって，外国人講師やＩＣＴ等を活用している。【要件１－

③】 

注記）例えば，次のような取組も考えられる。 

 探究の過程に必要なスキル（調査方法等）を習得する機会の設定 

 課題研究に必要な日本語や英語によるライティングスキルやプレゼンテーション技法を習得する機会の設定 

d. 海外の連携校等への短期・長期留学や海外研修等を，カリキュラムの中に体系的に位

置づけて対象となる生徒が必ず経験するようにしている。【要件１－⑥】 

e. 体系的なカリキュラムの編成にあたって，文系・理系を問わず，各教科をバランスよ

く学ぶ教育課程の編成をしている（文系・理系のコース分け等を行わずに，または，

コース分け等を行ったとしても，数学科，理科，地理歴史科，公民科等の教科を幅広

く学べるようになされている等）。【要件１－⑦】 

f. 学習活動が，構想目的の達成に資するよう工夫されたものとなっている。 

g. 高大連携による大学教育の先取り履修を可能とする取組を事業終了までに行うことを

明確化している。【要件１－④】 

h. より高度の内容（例えば，微分方程式，線形代数，データマイニングや国際法等）を

学びたい高校生が学習できる環境整備をしている。【要件１－⑤】 

i. 国が実施するアジア高校生架け橋プロジェクトや海外の連携校等からリーダー，架け

橋となる人材を受け入れ，日本人高校生と留学生が一緒に英語等で授業・探究活動を

履修するための学校体制を整備している。【要件１－⑧】 

【加算項目】 

j. これまで先進的な課題研究等の実績があり，その分析評価が行われ，それらの結果を

踏まえた研究開発計画となっており，確実な成果が見込めるものとなっている。 

 

Ⅳ 実施体制の整備 

a. 管理機関の下，拠点校を中心として組織的に研究開発・実践に取り組む体制を整備し

ている。【要件２－①】 

注記）特に，連携校において，国の他事業を実施することを希望する（または既に実施している）場合，複数の取

組を実施するための体制を整備する確認や調整を行うこと。 

b. 本事業が円滑および適切になされるよう，管理機関の下，関係機関の間で十分な情報

共有体制を整備している。【要件２－③（再掲）】 

c. 構想内容の水準を維持し，必要な改善を図るために，管理機関の長，拠点校等の校長

の役割を明確に規定している。 

d. 本事業の実施に際し，専門的見地から指導・助言に当たる運営指導委員会や事業の実

施状況を検証するための組織（検証組織）等を管理機関の中に整備し，検証に必要な

資料・情報を明確に定め，収集している。【要件２－②】 

e. 管理機関が，拠点校等の卒業生の卒業後の進路とイノベーティブなグローバル人材と
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しての成長の過程を追跡把握する仕組みを構築し，必要な情報を収集している。 

f. リーダー，架け橋となる留学生等の日本での学習や生活を支援する必要な体制を整備

している。 

【加算項目】 

g. 事業拠点校での取組について，本事業による取組が学校全体の授業改善や関係機関の

教職員や生徒の意識改革を促すものとなっている。 

h. 国が実施しているアジア高校生架け橋プロジェクトの留学生を受け入れている（その

予定がある）。 

 

Ⅴ 財政等支援 

a. 管理機関が，本事業の運営にかかる経費を国からの委託経費のみではなく，自己負担

額についても計上している。 

b. 管理機関が，事業の実施に必要な取組に対し，人的又は財政的な支援や教職員を育成

するための研修やセミナー等を実施している。【要件２－⑤】 

注記）例えば，グローバル人材育成に関する高等学校教員向けのセミナーや海外研修制度等が考えられる。 

c. 管理機関が，国の委託が終了した後も事業を継続的に実施できる計画を作成してい

る。【要件２－⑥】 

【加算項目】 

d. 管理機関が，事業終了までに企業と連携した取組を「企業版ふるさと納税」の仕組み

を活用する等，国の委託が終了した後も事業を継続的に実施できる計画がある。 

 

 

（11）経費 

本事業に係る経費は，内定後，改めて別途提出を求める事業実施計画書（ＷＷＬコンソ

ーシアム構築支援事業委託要項（以下「委託要項」という。）５．（１））に基づき，文

部科学省と管理機関がその事業計画について調整を行った上で委託契約を締結し，本事業

による経費支援が適当と考えられる事項に関して，初等中等教育等振興事業委託費（「Ｗ

ＷＬコンソーシアム構築支援事業」）により，文部科学省から経費の支援を行うこととし

ます。 

また，本事業に採択された管理機関が，同時に国の他の事業を実施する場合には，同一

の取組に対して複数の事業から経費支援を行うことはできませんので，それぞれの事業の

目的及び趣旨を適切に整理した上で計画することが必要です。 

本事業において使用できる経費の種類は，次のとおりとします。 
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経費区分一覧表 

経費区分 
内容例 

（事業に必要不可欠な経費のみ） 
積算基礎・備考 

１．諸謝金 

・外部講師謝金 

・ティーチングアシスタント（ＴＡ） 

・リサーチアシスタント（ＲＡ） 

・運営指導委員会謝金 

・検証委員会謝金 

・指導助言 

・講演謝金 

・都道府県・市町村等における基準単価。 

・ただし，著しく高いものは不可。 

２．旅費 

・外部講師，ＴＡの旅費 

・教員等の連携交渉，国内外研修引

率，先進校視察，連絡協議会等に

係る費用（交通費，宿泊費，日当，

旅行雑費） 

・生徒の国内外研修に係る費用（海外

は交通費のみ） 

・「旅行雑費」とは，「空港使用料」「出入国税の実費額」「燃

油サーチャージ」「航空保険料」「航空券取扱手数料」等をい

う。 

・都道府県・市町村等における旅費規程又は実費。 

・電車代はグリーン車不可，航空運賃はエコノミークラスのみ。 

・旅行先，泊数を明記。 

３．借損料 
・物品借料 

・バス借り上げ代 
・市場の相場と比して著しく高いものは不可。 

４．会議費 

・会場借料（会議や発表会等の開催） 

・外部有識者の出席する会議開催等

に伴うお茶代 

・実費。 

・市場の相場と比して著しく高いものは不可。 

・原則として受託機関の諸規則によるものとし，社会通念上常識

的な範囲に限る。 

５．印刷製本費 
・教材作成費 

・報告書作成費 

・実費。 

・市場の相場と比して著しく高いものは不可。 

・用紙代は消耗品費に計上。 

・部数は常識的な範囲に限る。 

６．図書購入費 

・参考図書購入費 

・ＣＤソフト購入費（ＰＣソフト／音

声教材等） 

・実費。 

・市場の相場と比して著しく高いものは不可。 

７．通信運搬費 
・はがき代／郵券代／郵便小包 

・電話代 

・実費。 

・市場の相場と比して著しく高いものは不可。 

・電話代等の通信費は，支出根拠が明確かつ本事業における使用

分を分けることができる場合に限る。 

８．消耗品費 

・用紙代 

・記録用ＣＤ／ＤＶＤ等 

・トナー代／インク代 

・備品（単価 10 万円以上かつ耐用年数 1 年以上のもの）の購入

は不可。 

・実費。市場の相場と比して著しく高いものは不可。 

９．人件費 

①カリキュラム・アドバイザー（必須） 

②外国人講師等 

③海外交流アドバイザー 

④事務補助員 

・管理機関において雇用（全て非常勤） 

・職種ごとに支援金額の上限あり 

①及び②：380 万円、③：240 万円、④：160 万円 

10．雑役務費 

・発表会開催に係るｲﾍﾞﾝﾄ運営業務 

・英語版ＨＰ作成費 

・その他上記に属さない経費（振込手

数料等） 

・プログラム開発のコンテンツ作成。 

・雑役務費における業務委託は，本事業を遂行する上で必要とな

る補完的な定型業務に限る。 

・支出の詳細が分かるようにすること。 

11．消費税相当額 

・人件費のうち，賃金 

・外国旅費（航空運賃，外国宿泊費，

日当） 

・課税事業者の場合，左記に係る消費税相当額を別途計上。 

12．再委託費  ・再委託が合理的であると認められた場合のみ一部可。 

＊協働機関や連携校の教員・生徒等に対して委託費から支出を行うことは事業目的に沿ったものであれば可能。 
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①旅費について 

旅費の内，生徒の海外研修費として支援できる金額の上限は，委託費総額の 30%までとな

ります。また，生徒の海外研修費として支援できるのは，交通費のみとなります。 

 

②人件費について 

（ⅰ）カリキュラム・アドバイザー（必須） 

a.趣旨 

関係機関が協働等をし，本事業を円滑に実施していくため，管理機関の下に設置され

るＡＬネットワーク運営組織の中に，カリキュラムを研究開発するためのカリキュラム

・アドバイザーを配置します。 

b.支援内容 

勤務形態：管理機関の職員（非常勤講師を含む）として雇用。雇用手続，給与支給等は

管理機関が行う。 

支援上限：経費支援予定額のうち 380 万円を上限。 

（ⅱ）外国人講師等 

a.趣旨 

本事業の目的を達成するため，管理機関の下に設置されるＡＬネットワーク運営組織

の中に，設定したテーマや課題研究に関する専門性を有し，当該内容について単独で外

国語による指導を行うことができる外国人講師等を配置します。 

b.支援内容 

勤務形態：管理機関の職員（非常勤講師を含む）として雇用。雇用手続，給与支給等は

管理機関が行う。 

支援上限：経費支援予定額のうち 380 万円を上限。 

（ⅲ）海外交流アドバイザー 

a.趣旨 

本事業の目的を達成するため，管理機関の下に設置されるＡＬネットワーク運営組織

において，海外の機関と連携交渉を行うことができる海外交流アドバイザーを活用しま

す。 

b.支援内容 

勤務形態：管理機関の職員（非常勤職員を含む）として雇用。雇用手続，給与支給等は

管理機関が行う。 

支援上限：経費支援予定額のうち 240 万円を上限。（国による支援は初年度のみ） 

（ⅳ）事務補助員 

a.趣旨 

管理機関の下に設置されるＡＬネットワーク運営組織や拠点校等における事務作業

（経理事務補助，資料作成・整理等）の負担軽減を図ります。（生徒への指導，引率は

含まない） 

b.支援内容 

勤務形態：①管理機関が非常勤事務員（職員）として雇用する。雇用手続，給与支給等

は管理機関が行う。 

②管理機関が派遣会社を通じて事務員を受け入れる。派遣会社との契約手

続，支払等は管理機関が行う。 

支援上限：経費支援予定額のうち 160 万円を上限。 

 

＜共通留意事項＞ 

a. 支援上限額には，給与，社会保険（事業主負担を含む）・労災保険・健康保険，通勤費
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等を含み，当該経費は経費支援予定額から支出することとなります。 

b. それぞれの支援上限額に管理機関の負担分を上乗せし，職種ごとに複数名を雇用するこ

とは可能です。ただし，雇用しない職種があったとしても，その分の経費を他の職種の

支援上限額に上乗せすることはできません。例えば，カリキュラム・アドバイザーのみ

を雇用する場合でも，その上限は 380 万円となります。 

 

③消費税相当額について 

文部科学省において実施されている委託業務は，「役務の提供」（消費税法第２条第１

項第１２号）に該当することから，原則として業務経費の全体が課税対象となります。し

たがって，積算した業務経費全体に消費税相当額を計上することとなります。ただし，消

費税込みの金額となっている経費には消費税が既に含まれており，消費税相当額を別途計

上すると二重計上となるため注意が必要です。 

委託金額の積算にあたっては，課税事業者と免税事業者とでは次に掲げるとおり取扱い

が異なりますので，下記の「課税対照表」を参照の上，適切な消費税額を計上してくださ

い。 

（ⅰ）課税事業者の場合 

事業実施過程で取引の際に消費税を課税することとなっている経費（以下「課税対象経

費」という。）は消費税額を含めた金額を計上し，課税対象経費以外の経費（不課税経

費）は消費税相当額を別途計上します。 

（ⅱ）免税事業者の場合 

消費税を納める義務を免除されているので，課税対象経費分のみ消費税額を含めた金額

とします。（不課税経費に対し消費税相当額を別途計上しません。） 

 

＜不課税対象経費例＞ 

・賃金 …交通費は消費税込なので，給与として交通費を含めている場合は留意。 

・諸謝金…委託先の基準により，税込金額か税別金額か取扱いが異なるので，留意。 

・外国旅費のうち，航空運賃・外国宿泊費・日当 

…空港施設使用料，旅客保安サービス料は課税対象なので，留意。 

 

④支援対象外となる取組について 

（ⅰ）本事業の趣旨・目的に照らして関連性の不明確な取組 

構想において，本事業と直接関連しない取組についても計画し実施することができます

が，当該取組については支援対象外とします。 

（ⅱ）環境整備 

施設の整備や施設に固定する備品等（情報環境整備のためのコンピュータの整備＜リー

スも含む＞やソフトウエアの大量購入，講習などを含む）は支援対象外とします。 

（ⅲ）個人の取組 

a. 生徒，教職員が個人として，大学の授業の受講やコンクールへの参加等を行う場合，受

講料・参加費・旅費は支援対象外とします。ただし，本事業の取組の一環として学校単

位やクラブ単位で生徒が参加する場合は，支援対象とします。 

b. 学会や協会等の団体に会員として登録するための会費・登録費・入会金・年会費等は支

援対象外とします。 

c. 外部有識者が出席する会議の開催に必要なお茶代等を除き，飲食費（菓子等を含む）は

支援対象外とします。 
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３．審査方法 

（１）審査手順 

本事業の採択のための審査は，企画評価会議において行います。提出された申請書類に

基づく企画評価会議書面審査部会による書面審査の上，企画評価会議での合議審査により

採択する管理機関を決定します。なお，本事業に関する審査は，２月中旬頃から行う予定

です。 

 

（２）企画評価会議による意見 

採択にあたっては，企画評価会議における審議を踏まえ，構想に対して意見又は条件を

付すことがあります。 

 

４．事業の実施 

（１）公募及び契約締結 

この公募は，令和２年度予算成立後に直ちに事業を開始できるよう，本予算成立前に始

める公募であることから，国会における本予算成立までの間，当該事業の実施の可否や事

業内容・規模，事業開始時期等に変更が生じる可能性があること，並びに本事業は本予算

成立後でなければ開始することができないことに留意してください。 

また，国の契約は，契約書を締結（契約書に契約の当事者双方が押印）したときに確定

することとなるため，契約予定者として選定されたとしても契約書締結後でなければ事業

に着手できないことに十分留意してください。なお，再委託先がある場合は，この旨を再

委託先にも十分周知してください。 

 

（２）採択時に付された意見又は条件の反映 

採択された管理機関は，事業の実施にあたっては，「３．（２）」に記載する企画評価

会議による意見又は条件を踏まえて修正した構想計画書等を提出し，実施するよう留意し

てください。以下の「６．（２）」に記載する事業の評価においては，この意見又は条件

への対応状況についても評価対象となります。 

 

（３）事業完了報告書及び事業完了決算書の提出（委託要項８を参照） 

採択された管理機関は，事業の実施状況について検証機関による外部評価を受け，助言

を得るとともに，構想に定めた毎年度の目標達成状況を含め，事業実施計画の実現状況に

ついて適切な評価を行い，毎年度，事業の進捗状況とともに事業完了報告書（委託要項

（別紙様式３））を提出してください。 

また，毎年度，経費の使用実績に関する事業完了決算書（委託要項（別紙様式４－１～

５））を作成し，文部科学省へ提出してください。 

なお，提出された書類において，事業の実施に不十分な部分が認められる場合には，文

部科学省は管理機関に対し，改善を求めることとします。 

また，本事業の実施に伴い作成した成果物も，併せて提出してください。 

 

（４）成果の普及 

本事業による成果については，国民・社会に対する説明責任を果たすとともに，成果の

幅広い普及の観点から，ホームページでの公表等により他の高等学校等に対する情報提供

を行います。 
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５．提出書類 

（１）提出書類 

・別紙様式１～６ 

本事業の趣旨及び目的等を十分に踏まえて，所定の様式（別紙様式１～６）で調書等を

作成し，管理機関から文部科学省初等中等教育局長宛に申請してください。様式は，文部

科学省のホームページ（https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kaikaku/1412062.htm）か

らダウンロードしてください。 

・審査基準に記載のある「ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価」における認

定等又は内閣府男女共同参画局長の認定等相当確認通知がある場合は，その写し。 

・企画競争に参加を希望する者は，申請希望調書提出時に，暴力団等に該当しない旨，別に 

誓約書を提出しなければなりません。 

・前項の誓約書を提出せず，又は虚偽の誓約をし，若しくは誓約書に反することとなったとき 

は，当該者の企画提案は無効とするものとします。 

・前２項は，地方公共団体，独立行政法人、又は国立大学法人には適用しません。 

 

（２）提出期限 

申請希望調書：令和２年１月２３日（木）正午必着 ※提出期限は厳守のこと 

構想計画書等：令和２年２月６日（木）正午必着 ※提出期限は厳守のこと 

 

（３）提出先 

電子媒体送付先：b-wwl@mext.go.jp 

紙媒体送付先：〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3-2-2 

文部科学省初等中等教育局参事官（高等学校担当）付高等学校改革推進室 

 

（４）提出方法 

①申請希望調書【別紙様式１】 

申請数を把握し円滑な審査を実施するため，構想計画書等の提出に先立って申請希望調

書の提出をお願いします。提出する際は，各都道府県・指定都市教育委員会高等学校教育

主管課，各都道府県等私立学校事務主管課，附属高等学校及び中等教育学校を置く各国立

大学法人附属学校事務主管課において取りまとめの上，以下の手続に沿って提出してくだ

さい。なお，政令指定都市以外の市及び町村立学校の管理機関におかれては，都道府県教

育委員会高等学校教育主管課にて，とりまとめの上，提出してください。 

申請希望調書の提出がない場合は，後日構想計画書等を提出いただいても，申請を受け

付けません。 

・電子媒体をメールにて送付 

提出する際の電子メールの件名及びファイル名は，「申請希望調書：都道府県・指

定都市名（公立・私立）又は国立大学法人名」（「」は除く。）とすること。 

（例）○○県教育委員会の場合「申請希望調書：○○県（公立）」 

○○県私学文書課の場合「申請希望調書：○○県（私立）」 

○○大学（国立大学法人）の場合「申請希望調書：○○大学」 

 

②構想計画書等【別紙様式２～６】 

構想計画書等は，下記に示す資料を上から順に並べて一部としてください。 

・別紙様式２－１～３（申請書かがみ，同意書） 

・様式自由（構想全体の概要が分かるビジュアル資料） 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kaikaku/1412062.htm
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・別紙様式３（実施希望調書） 

・別紙様式４－１，２（構想計画書） 

・別紙様式４添付資料（拠点校・共同実施校の令和２年度教育課程表及びパンフレット） 

・別紙様式５－１～３（所要経費） 

・別紙様式６（担当者名簿） 

 

提出する際は，各都道府県・指定都市教育委員会高等学校教育主管課，各都道府県等私

立学校事務主管課，附属高等学校及び中等教育学校を置く各国立大学法人附属学校事務主

管課において取りまとめの上，以下の手続に沿って紙媒体と電子媒体の両方を提出してく

ださい。なお，政令指定都市以外の市及び町村立学校の管理機関におかれては，都道府県

教育委員会高等学校教育主管課にて，とりまとめの上，提出してください。 

・紙媒体 30 部（正本 1部，副本 29 部）を郵送 

郵送に当たっては，封筒に「WWL 事業申請書類在中」と朱書きの上，配達が証明

できる方法（配達記録，小包，簡易書留，宅配便等）にて送付してください。 

・電子媒体をメールにて送付 

電子媒体で提出する際は，各学校につき，以下の３つのファイルを提出してくださ

い。 

 全ファイル（別紙様式５，６を除く）を順に合わせた 1 つの PDF ファイル※ 

 別紙様式５，６の Excel ファイル（1 つずつ） 

※PDF 形式で提出の際は，別紙様式２は公印無しのものとしてください。また紙媒体

のものをスキャナ等で読み込んで変換することはせず，Word・Excel のデータから

直接 PDF 形式に変換してください。 

 

＜電子メールの件名について＞ 

提出する際の電子メールの件名については，「構想計画書等：都道府県・指定都市

名（公立・私立）又は国立大学法人名」（「」は除く。）とすること。 

（例）○○県教育委員会の場合「構想計画書等：○○県（公立）」 

○○県私学文書課の場合「構想計画書等：○○県（私立）」 

○○大学（国立大学法人）の場合「構想計画書等：○○大学」 

 

＜電子ファイルの件名について＞ 

電子媒体で提出する際の各ファイル名については，以下のようにすること。都道府

県番号は，別紙様式１のシート「都道府県番号」を参考に各自記入すること。 

（例）全体を 1 つにした PDF ファイル 

…都道府県番号★，○県立△高校の場合「★○県△.全体」 

都道府県番号★，学校法人○，△高校の場合「★○.△.全体」 

都道府県番号★，国立大学法人○大学，△高校の場合「★○大学.△.全体」 

別紙様式５，６の Excel ファイル 

…都道府県番号★，○県立△高校の別紙様式●の場合「★○県△.●」 

都道府県番号★，学校法人○，△高校の別紙様式●の場合「★○.△.●」 

都道府県番号★，国立大学法人○大学，△高校の別紙様式●の場合「★○大

学.△.●」 

 

（５）留意事項 

① 申請書類の作成・郵送費用については，結果に関わらず申請者の負担とします。ま

た，提出された申請書類については返却しません。 
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② 事故等による申請書類やメールの不達については，文部科学省は一切責任を負いませ

ん。 

③ 提出された申請書類については，本公募要領に従っていない場合や不備がある場合で

も，差し替えや訂正は認めません。 

④ 申請書類に，審査における判断の根本に関わるような重大な誤りや虚偽の記載，記載

漏れ等があった場合，審査対象とされないこともあります。 

④  提出された申請書類は，申請者の利益の維持，「行政機関の保有する個人情報の保護

に関する法律」その他の観点から，企画評価会議において審査等の資料として使用しま

すが，その他の目的には使用せず，内容に関する秘密は厳守されます。詳しくは，文部

科学省「個人情報保護」WEB サイト

（http://www.mext.go.jp/b_menu/koukai/kojin.htm）を御覧ください。 

 

６．その他 

（１）管理機関の留意事項 

採択がなされ，初等中等教育等振興事業委託費の交付を受けた場合，管理機関は以下

のことに留意してください。 

① 本事業の経理等事務を適切に行うため，「委託要項」に基づき，管理機関が計画的に

経費の管理を行うようにしてください。その際，本事業の経理については，他の経理と

明確に区分し，その収入及び支出の内容を記載した帳簿を備え，その収入及び支出に関

する証拠書類を整理し，並びにこれらの帳簿及び書類を当該取組が完了した年度の翌年

度から 5 年間保存することにも注意してください。 

② その他法令等，国の定めるところにより，必要な責任を負うこととなります。 

③ 採択後，本事業に関係する海外研修等の取組を実施する場合は，安全確保に十分配慮

してください。昨今の海外情勢を踏まえ，外務省海外安全ホームページ等を参考に海外

渡航先の危険情報に留意ください。 

 

（２）事業の評価等（実施要項８，１１（３），１２関係） 

文部科学省は企画評価会議と協力して，支援開始から 3 年目に事業構想の達成度に基

づいて管理機関の実績に関する評価を実施します。また，毎年度の事業完了報告書にお

ける内容及び評価の結果等は，次年度以降の支援経費の配分に勘案されるとともに，事

業目的及び目標の達成が困難又は不可能と判断された場合は，事業の中止も含めた計画

の見直しを行うことがあります。 

また，評価等については，企画評価会議で定める評価方法，基準等に基づいて行われ

ます。 

 

（３）公表等 

採択された管理機関の構想計画書等を公表する予定です。広報資料の作成等を行うこ

とを予定しておりますので，指定された管理機関は御協力ください。 

また，採択された管理機関においては，採択後５年間，構想計画書等，毎年度の取組

状況・成果等を管理機関や各事業拠点校等のホームページで公表することとします。国

内外の他の高等学校や生徒を含め，広く情報提供して積極的な情報発信に努めてくださ

い。 

 

７．問合せ先 
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〒100-8959 東京都千代田区霞が関 3-2-2 

文部科学省初等中等教育局参事官（高等学校担当）付高等学校改革推進室 

電話：03-5253-4111（内線 3300） 

FAX：03-6734-3727 

HP： http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kaikaku/1412062.htm 

 

上記ホームページから，申請書類の様式のダウンロードが可能です。 

なお，本事業の申請に関する質問やその回答についても，上記ホームページにおいて公

表する予定ですので，適宜御確認ください。 

 

８．今後のスケジュール 

下記は，現時点でのスケジュールですが，申請数によっては，審査期間の延長により予

定が後ろ倒しになる可能性があります。 

 

令和元年 12 月 26 日   公募開始 

令和２年  1 月 23 日 申請希望調書の提出締切【別紙様式１】 

2 月 6 日 構想計画書等の提出締切【別紙様式２～６等】 

3 月末 審査結果の通知及び内定 

3 月末 採択 

※予算成立の時期により契約時期が変更となります。 

 

※契約締結後でなければ委託費による取組には着手できないので，構想計画書等の作成

にあたっては，事業開始日に柔軟性を持たせた上で作成する必要があることに十分留

意してください。なお，再委託先がある場合は，この旨を再委託先にも十分周知して

ください。 
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令和２年度WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム 

構築支援事業に関する質問事例 

目次 

１．研究開発のための組織体制 .............................................................................................................................. ４ 

Ｑ１. 管理機関において，運営指導委員会のような組織を立ち上げる必要がありますか？ ... 4 

Ｑ２. 運営指導委員会の人数の上限又は下限や，開催頻度の決まりはありますか？ ............. 4 

Ｑ３. 運営指導委員会は，第三者によって組織するものとされていますが，構成員の考え方

を教えてください。 .................................................................................................... 4 

Ｑ４. 検証組織とはどのようなものを想定していますか？ .................................................... 4 

Ｑ５. 複数の運営指導委員を兼務することはできますか？ .................................................... 5 

Ｑ６. より高度な内容を学びたい高校生が学習できる環境整備とは，具体的にどのようなこ

とですか？ ................................................................................................................... 5 

Ｑ７. ＡＬネットワーク運営組織の専任者からなる事務局の構成員は一人でも可能ですか？

またその人材が，カリキュラムを開発する人材と兼ねることも可能ですか？ ............ 5 

 

２．事業の対象、実施規模 ....................................................................................................................................... ５ 

Ｑ１. 対象となる生徒を特定の学科やコースのみとするなど，事業の実施規模として一部の

生徒のみを対象としても良いですか？ .......................................................................... 5 

Ｑ２. 本事業で研究開発対象となるカリキュラムは，令和２年度入学生から適用する必要があ

りますか？  .......................................................................................................................................................... 6 

Ｑ３. 令和３年度から開校予定の新設校で取組を実施したいのですが，令和２年度から採択を

受けることは可能ですか？ ........................................................................................................................... 6 

Ｑ４. 成果指標の対象は学年全員ですか，それとも対象生徒のみですか？  ................................... 6 

Ｑ５. 本事業の対象となる取組は，人文科学・社会科学分野のみですか？ ...................................... 6 

Ｑ６. 中高一貫校における前期課程（中学校のカリキュラム）も研究開発の対象としても良い 

ですか？ ...................................................................................................................... 6 

 

３．カリキュラム編成 ................................................................................................................................................. ６ 

Ｑ１. 本事業用のカリキュラムを編成する必要はありますか？  ......................................................... 6 

資料６ 
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Ｑ２. SGH で求められていた課題研究は本事業では必須ではありませんか？  ............................ 6 

Ｑ３. 海外研修は必ずカリキュラムに入れなければなりませんか。  .................................................. 7 

Ｑ４. 「学習活動が，構想目的の達成に資するよう工夫されたものとなっている」とあります

が、具体的にはどのような学習活動を想定していますか。 

Ｑ５. 事業の共同実施校や連携校では，全て同じカリキュラムを実施する必要がありますか。 

 ................................................................................................................................................................................................... 7 

Ｑ６. 事業終了後の措置はどのようになっていますか。  .......................................................................... 7 

 

４．大学、企業、国際機関等との協働 ................................................................................................................ 8 

Ｑ１. 国際化に重点を置く大学との協働については，どのような内容が考えられますか？ ... 8 

Ｑ２. 大学との協働や海外の高校との連携については，申請時にどこまで調整している必要が

ありますか？ ........................................................................................................................................................ 8 

Ｑ３. これまでも特定の大学と高大連携をしてきましたが，更に新たな大学との協働が必要に

なりますか？ ........................................................................................................................................................ 8 

Ｑ４. ICT や海外研修、短期・長期留学に関する取組について，企業との共同開発は認められ

ますか？  ............................................................................................................................................................... 8 

Ｑ５. １つの高等学校等が複数の大学等と協働することは可能ですか？また，１つの大学等が

複数の高等学校等と協働することは可能ですか？ ........................................................................... 8 

Ｑ６. 「大学との協働」と，従来の「高大連携」との違いを教えてください。 .................... 8 

Ｑ７. 事業連携校は，拠点校と同一地域でなければなりませんか。 ...................................... 9 

 

５．海外研修、短期・長期留学 ............................................................................................................................... 9 

Ｑ１. アジア地域への海外研修，短期・長期留学を検討していますが，渡航先の国は英語圏

である必要がありますか？ ............................................................................................ 9 

Ｑ２. 今の高校生の英語力ではプロジェクト学習・共同研究などはハードルが高いため，語学

力育成を含む研修にしても良いですか？  ............................................................................................ 9 

Ｑ３. 教員の指導力向上等を目的とした国内外研修は支援対象となりますか？ ............................ 9 

Ｑ４. 海外研修等の参加について，生徒に自己負担を求めても良いですか？  .............................. 9 

Ｑ５. 短期・長期留学については必ず実施しなければなりませんか。 ............................................... 9 

 

６．カリキュラム・アドバイザーについて ..................................................................................................... ９ 
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Ｑ１. 在宅での勤務やテレワーク等での雇用も可能ですか？ ................................................ 9 

Ｑ２. 半年間等，期限付きでの雇用は可能ですか？ ...................................................................................... 9 

 

７．外国人講師等について .................................................................................................................................... 10 

Ｑ１. ＡＬＴとの違いは何ですか？ ..................................................................................... 10 

Ｑ２. 本事業の人件費で，民間の人材派遣会社に雇用されている外国人を指導補助者として雇

用することはできますか？ ........................................................................................................................ 10 

 

８．海外交流アドバイザーについて ................................................................................................................. 10 

Ｑ１. カリキュラム・アドバイザーや事務職員が，海外交流アドバイザーを兼務することは

可能ですか？ ............................................................................................................. 10 

 

９．学校環境の国際化について ......................................................................................................................... １０ 

Ｑ１. 留学生はどの程度受け入れる必要がありますか？ ..................................................... 10 

 

１０．評価・成果の普及について .................................................................................................................... １０ 

Ｑ１. 成果の普及はどの程度行う必要がありますか？ ......................................................... 10 

Ｑ２. 国は，事業対象の高校生が取り組んだ課題研究内容について発表する場を企画していま

すか？ ................................................................................................................................................................... 11 

Ｑ３. 評価はいつ，どのように行いますか？ ................................................................................................. 11 

 

１１．経費について .................................................................................................................................................. １1 

Ｑ１. 支援額約 900 万円というのは，1 年間の支援額ですか，それとも３年間の総額ですか？

また，1 年間の支援額の場合，2 年目以降の支援額はどうなりますか？ .................... 11 

Ｑ２. 支援対象外となる経費を教えてください。 ........................................................................................ 11 

Ｑ３. 海外大学進学サポート（エッセイの添削や SAT 対策等）に係る費用は対象となります

か？  ...................................................................................................................................................................... 12 

Ｑ４. 事業連携校に係る費用は支援対象となりますか？  ....................................................................... 12 

Ｑ５. 運営指導委員会等の運営に係る経費は支援対象となりますか？ ............................................ 12 

Ｑ６. 海外から研究者や高校生を招聘する費用は支援対象となりますか？ ......................... 12 
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Ｑ７. 国内外の研修を実施する際，航空券の手配やバスの借り上げ等を旅行会社へ委託する

予定です。この場合は「WWL コンソーシアム構築支援事業委託要項」の「７．再委託」

に該当しますか？ ......................................................................................................... 12 

Ｑ８．「企業版ふるさと納税」とはどういう制度ですか。 ................................................. 12 

 

１２．他事業との関係について .......................................................................................................................... １3 

Ｑ１. 同一校が，本事業や地域との協働事業グローカル型などに同時に申請することは可能

ですか？ ...................................................................................................................... 13 

Ｑ２. ＳＧＨの指定を中止して本事業へ申請をすることは可能ですか？ ....................................... 13 

 

１．研究開発のための組織体制 

Q１. 管理機関において，運営指導委員会のような組織を立ち上げる必要がありますか？ 

A１. あります。WWL（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業実

施要項３（２）において，「本事業の実施に際し，専門的見地から指導，助言に当たる

運営指導委員会や事業の実施状況を検証するための第三者組織（検証組織）等を設置す

るものとする。」としています。 

 

Q２. 運営指導委員会の人数の上限又は下限や，開催頻度の決まりはありますか？ 

A２. 運営指導委員会の人数の上限・下限や開催頻度についての決まりはありませんが，第三

者委員会としての運営に対する指導，助言，検証を専門的見地から行うに当たり，最も

公平かつ有効と考えられる人数及び開催頻度を，管理機関で御判断下さい。 

 

Q３. 運営指導委員会は，第三者によって組織するものとされていますが，構成員の考え方を

教えてください。 

A３. 運営指導委員会は，管理機関における事業の運営，拠点校及び共同実施校の取組内容に

関し，客観的に指導，助言を行う機能を担います。具体的には，管理機関，事業拠点校，

事業共同実施校，事業連携校の教職員及び，事業協働機関・事業関係機関のうち直接事

業の実施に関わる者，については避けた方が良いと考えます。どの程度の第三者性があ

るかについては，運営指導委員会の機能に鑑み，外部有識者としての指導，助言の実施

に係る適切性及び客観性の確保が，一般的・合理的に説明可能であるかどうかによりま

す。 

また，私立学校等において，同一の学校法人等が設置する学校の教職員等も第三者に

は該当しないと考えます。 

実施要項３．（３）「関係行政機関」については，申請校の所在する都道府県等の地

方自治体に限らず，国や独立行政法人等も対象となります。ただし，公立学校の場合，

拠点校及び共同実施校を所管する教育委員会は管理機関そのものですので，第三者に該
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当しません。例えば，課題研究内容を所掌する行政機関やその担当部署も対象として考

えられます。 

 

Ｑ４. 検証組織とはどのようなものを想定していますか？ 

Ａ４. 事業を３年間継続していく中で，取組の成果がどの程度目標に近づいているのか，ある

いは採択前と比較して生徒の資質・能力等にどの程度変化が見られたのか等，単なる

アンケート等に終始することなくデータをもとに客観的に分析していくことが必要で

す。検証の対象は研究開発・実践の対象となる学校及び管理機関となります。よって

検証組織はそれらとは利害関係のない第三者で組織されることが望ましいと考えます。

例えば統計学等を専門としている大学教授等（人数は問わない）で構成されることを

想定しています。 

 

Ｑ５. 複数の運営指導委員を兼務することはできますか？ 

Ａ５. 管理機関が設置する運営指導委員会の構成員は，それぞれの学校の特色や取組内容等を

踏まえ，専門的見地から指導，助言を行うことのできる人材で構成する必要があります。

当該観点を踏まえ，結果的に同一人物が複数の運営指導委員会の委員を兼務することは

可能です。ただし，検証組織については運営指導委員会とは独立したものであることが

望ましいと考えます。 

 

Q6．より高度な内容を学びたい高校生が学習できる環境整備とは，具体的にどのようなこと

ですか？ 

Ａ６. 従来のように生徒が一律に同じ内容を学習するというだけではなく，生徒の興味・関心

に応じて，大学の授業や海外の連携校での授業を受講できるようにすることを想定し

ています。 

    なお，例えば，大学教育の先取り履修を可能とすること，遠隔教育のシステム等を

用いて大学での授業を受けられるようにすること，日本オープンオンライン教育推進

協議会（JMOOC）が提供するオンライン大学講座を視聴できるようにすること等の

方法が考えられます。 

 

Ｑ７. ＡＬネットワーク運営組織の専任者からなる事務局の構成員は一人でも可能ですか？

またその人材が，カリキュラムを開発する人材と兼ねることも可能ですか？ 

Ａ７. ＡＬネットワーク運営組織は，管理機関の長（実質的な担当者での代理も可能），拠点

校等における本事業の運営責任者，主要な共同機関の関係者等をメンバーとする組織

となります。複数の学校等を取りまとめ，会議等の計画，会計等を担当する事務局の

設置が必須だと考えています。人数は問いませんが，複数名いることが望ましいので

はないかと考えます。その中から誰かがカリキュラム・アドバイザーを兼ねることは，

業務量に無理がなければ可能だと考えます。 

 

２．事業の対象，実施規模 

Q１. 対象となる生徒を特定の学科やコースのみとするなど，事業の実施規模として一部の生

徒のみを対象としても良いですか？ 
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A１. 本事業は，イノベーティブなグローバル人材を育成するための先進的なカリキュラムの

研究開発・実践であるため，より高い成果を得るためにあらかじめ学科やコースを対象

とした取組を行うことも可能ですが，３年間一環の取組となることが必要です。また国

費の適切な投入の観点から，幅広く実施可能な取組（例えば，課題研究発表会や高校生

国際会議等）については，可能な限り多くの生徒が参加できるよう工夫してください。 

なお，本事業の対象生徒をどの程度とするかは，各構想計画によって異なります。 

 

Q２. 本事業で研究開発対象となるカリキュラムは，令和２年度入学生から適用する必要があ

りますか？  

A２. 本事業による活動自体は令和２年度から開始できるように準備してください。  

 

Q３. 令和 3 年度から開校予定の新設校で取組を実施したいのですが，令和 2 年度から採択

を受けることは可能ですか？ 

A３. 採択時に取組の対象となる事業拠点校に生徒が在籍せず，令和 2 年度を令和 3 年度以

降の取組実施のための準備期間とする場合は対象外となります。ただし，拠点となる学

校において統合や学科の新設を予定しており，令和 2 年度についても既に在学してい

る生徒を対象とした取組の実施を前提に，学校環境の変化を研究開発の比較対象の一つ

として捉え，積極的に活用できるような場合には申請が可能です。 

 

Q４. 成果指標の対象は学年全員ですか，それとも対象生徒のみですか？ 

A４. 原則，本事業取組の対象者としますが，本事業の対象でない生徒との比較の観点から成

果を把握するため，本事業の対象でない生徒に対しても調査を実施してください。 

 

Q５. 本事業の対象となる取組は，人文科学・社会科学分野のみですか？ 

A５. 本事業の取組は，必ずしも人文・社会科学分野のみを対象とするのではなく，グローバ

ルな社会課題の中からテーマを設定することとしています。 

 

Ｑ６．中高一貫校における前期課程（中学校のカリキュラム）も研究開発の対象としても良

いですか？ 

Ａ６．本事業において，高等学校教育の目標を踏まえつつ先進的なカリキュラムの研究開発・

実践を行うこととしていますが、効果などを検証するため，中高一貫校における前期

課程の取組にかかる部分も、委託費による支援の対象となります。 

 

３．カリキュラム編成 

Q１. 本事業用のカリキュラムを編成する必要はありますか？ 

A１. 本事業はイノベーティブなグローバル人材を育成するための先進的なカリキュラムの

研究開発等ですが，既存のカリキュラムをそのまま実施するからといって申請対象外に

はなりません。その場合，審査の際には，既存のカリキュラムを維持する目的，理由等

を含め総合的に判断されます。また，本事業のための学科やコースの設定についても同

様とします。 
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Q２. SGH で求められていた課題研究は、本事業でも必須ですか？ 

Ａ２. 本事業でも「グローバルな社会課題研究の中からテーマを設定すること」という要件を

課しており，テーマに基づいた探究活動を行うことはグローバル人材として必要な能

力を身につけるために有効と考えますので，是非カリキュラムに組み込んでいただき

たいと思います。その際，単に調べ学習を行うレベルではなく，「グローバル探究」

等の新たな教科・科目として実施する，留学生等と一緒に英語で探究活動を行う科目

を設定する等のレベルを求めています。 

 

Ｑ３. 海外研修は必ずカリキュラムに入れなければなりませんか。 

Ａ３. 申請要件１⑥にあるとおり，海外研修または留学をカリキュラムに体系的に位置づけ，

必修化することを求めています。 

 

Ｑ４. 「学習活動が，構想目的の達成に資するよう工夫されたものとなっている」とあります

が、具体的にはどのような学習活動を想定していますか。 

Ａ４. あくまでもそれぞれの管理機関が設定した構想目的の達成に資するかどうかが重要で

すので，最終的にはそれぞれの管理機関でご判断いただくことが重要と考えますが，

例えば，次のような学習活動が想定されます。 

 探究の過程等や様々な学問において必要となる，データ・サイエンスの基礎となる確

率・統計やプログラミング，理科と社会科の基礎的分野を必修化とする新学習指導要

領の確実な修得 

 エビデンスの収集と分析に基づく課題発見・解決学習 

 国内外のコンペティション参加等を含む，プロジェクト型学習 

 グループワーク，ゼミナール形式の指導（異学年が一緒に学習する形式を含む），日本

語や英語での討論やプレゼンテーション 

 日本の大学に留学している外国人等との意見交換，学校から世界への外国語での情報

発信支援 

 日本語や英語による課題研究論文の作成や発表 

 国際バカロレア等の既存の先進的なカリキュラムに基づく学習 

 

Ｑ５. 事業の共同実施校や連携校では，全て同じカリキュラムを実施する必要がありますか。 

Ａ５. 全て同じカリキュラムを実施する必要はありませんが，少なくとも共通の構想目的のも

と，生徒や教職員等が協働し，課題解決や情報共有を図ることが必要と考えます。 

 

Ｑ６. 事業終了後の措置はどのようになっていますか。 

Ａ６. 原則３年間としていますが，国の財政事情等によっては，３年間の事業の実施を必ず保

証するものではありません。現在のところ，３年間の事業終了後４年目以降の事業の実

施については，国からの支援金はありませんが，３年目の評価結果等により特例制度等

を活用した事業の継続が可能となる予定です。 
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４．大学，企業，国際機関等との協働 

Q１. 国際化に重点を置く大学との協働については，どのような内容が考えられますか？ 

A１. 例えば， 

・課題研究に関する指導を行う外国人講師等の派遣，大学生によるピアサポート 

・外国人留学生とのアカデミックなワークショップの実施 

・国際展開を担当する部署との連携を通じた海外研修等の企画・立案に対する支援 

・入試の改善による生徒の学習内容の適切な評価 

・課題研究に関連した大学の授業の提供など単位認定を含む高大連携プログラムの提供 

などが考えられます。 

 

Q２. 大学との協働や海外の高校との連携については，申請時にどこまで調整している必要が

ありますか？ 

A２. 大学との協働については，内諾を得るなどして実現可能性があることが必要です。した

がって，構想計画書には，具体的な大学名，協働内容を記述してください。また，海外

の高校については，これまでの交流実績や既に交渉を開始しているなど，ある程度実現

可能性があることを求めます。現段階において，協定書の締結までを求めるものではあ

りません。 

 

Q３. これまでも特定の大学と高大連携をしてきましたが，更に新たな大学との協働が必要に

なりますか？ 

A３. 既存の取組がある場合，必ずしも新たな大学との協働を必要とはしませんが，協働内容

については本事業で求める要件等を踏まえて発展させていることが必要です。 

 

Q４. ICT や海外研修、短期・長期留学に関する取組について，企業との共同開発は認められ

ますか？ 

A４. ICT はあくまで課題研究を充実させるための方法の一つであり，海外研修、短期・長期

留学については，管理機関が責任を持つことになりますが，技術面等に関して企業との

協働を行うことは考えられます。ただし，取組内容そのものを企業に再委託することは

認められません。 

 

Q５. １つの高等学校等が複数の大学等と協働することは可能ですか？また，１つの大学等が

複数の高等学校等と協働することは可能ですか？ 

A５. どちらも可能です。申請校においては，本事業における外部機関との協働の趣旨が，課

題研究内容についての質の高い指導者の確保や，実社会に即した実践的な研究の実現で

あることを踏まえ，適切な協働先を確保してください。 
 

Ｑ６. 「大学との協働」と，従来の「高大連携」との違いを教えてください。 

Ａ６. 従来の「高大連携」のレベルは様々だと思いますが，基本的には高校生に大学レベルの

教育を提供するため，大学から出前授業を行ったり，高校生が大学へ授業体験に訪れ

る等の連携は行われていたのではないかと考えます。本事業ではさらに高大のつなが
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りを強め，高等学校における先進的なカリキュラム開発や大学教育の先取り履修の実

現に向けた取組等を協働で行うことを想定しています。 

 

Ｑ７. 事業連携校は，拠点校と同一地域でなければなりませんか。 

Ａ７. 本事業においては必ずしも同一地域であることは求めていません。同一地域でなくても，

同じ目的を掲げて研究を行う学校であれば連携校になることは可能だと考えます。 

 

５．海外研修、短期・長期留学 

Q１. アジア地域への海外研修，短期・長期留学を検討していますが，渡航先の国は英語圏で

ある必要がありますか？ 

Ａ１. 英語圏である必要はありません。様々な文化背景を持つ人々と接することは本事業の目

的としてはむしろ大事であると考えます。 

 

Q２. 今の高校生の英語力ではプロジェクト学習・共同研究などはハードルが高いため，語学

力育成を含む研修にしても良いですか？ 

Ａ２. 語学力育成のみを目的とした研修は支援対象外となりますので，管理機関による独自の

取組として御検討ください。また，課題研究の一環として行う研修の一部に語学力育

成を目的とした取組が含まれている場合には，必要不可欠なものかどうかを精査した

上で，経費支援対象とするかどうかを判断します。 

 

Q３. 教員の指導力向上等を目的とした国内外研修は支援対象となりますか？ 

Ａ３. 本事業実施に必要となる教員の国内外研修に関しては，支援対象外となりますので，管

理機関による独自の取組として御検討ください。 

 

Q４. 海外研修等の参加について，生徒に自己負担を求めても良いですか？ 

Ａ４. 本事業において，生徒の海外研修費として支援できるのは，渡航に係る国内外の移動に

かかる交通費のみです。各管理機関及び学校において御判断ください。 
 

Q５. 短期・長期留学については必ず実施しなければなりませんか。 

Ａ５.  申請要件の１⑥のとおりです。 

 

６．カリキュラム・アドバイザ－について 

Ｑ１. 在宅での勤務やテレワーク等での雇用も可能ですか？ 

Ａ１. 通常の教職員と同等の勤務体系を想定しています。しかし，現代の新しい雇用体系とし

てテレワークは普及し始めていますので，各自治体等できちんとした制度が整備されて

いればテレワークでの勤務の可能性はあると思います。 

 

Ｑ２. 半年間等，期限付きでの雇用は可能ですか？ 
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Ａ２. 各自治体等の規則に応じて適切に雇用していただければ結構です。 
 

７．外国人講師等について 

Q１. ALT との違いは何ですか？ 

A１. ALT は主に英語によるコミュニケーション能力向上のための指導を行う補助者ですが，

本事業で支援する外国人講師等は，課題研究内容に関する専門性を有し，単独で授業を

行うことが条件となります。このような人材は，協働先の大学から非常勤で派遣しても

らうことを想定していますが，免許状を有していない場合は，都道府県教育委員会で必

要な措置を講じてください。 

 

Q２. 本事業の人件費で，民間の人材派遣会社に雇用されている外国人を指導補助者として雇

用することはできますか？ 

A２. 本事業で支援する外国人講師等は課題研究に関する専門性を有し，単独で授業を行うこ

とができる人材を想定しているため，指導補助者の雇用に係る人件費は認められません。

外国人講師等について，協働先の大学からの派遣を想定しているのは，高大接続の観点

から高校・大学の両者にメリットがある状態を作り出すことで，指定期間終了後の継続

的な取組を可能とする協働関係を整備してもらうためです。 

 

８．海外交流アドバイザーについて 

Ｑ１. カリキュラム・アドバイザーや事務職員が，海外交流アドバイザーを兼務することは可

能ですか？ 

Ａ１. これら３つの役職は全く別の役割を持つものであり，支援上限額も異なるため，これら

の役職を兼務することは適切ではないと考えます。特別な事情が生じた場合はその都

度文部科学省に相談してください。 

 

９．学校環境の国際化について 

Q１. 留学生はどの程度受け入れる必要がありますか？ 

A１. 留学生に高校在学の機会を提供し，異なる価値観を持つ生徒同士が互いに切磋琢磨
せ っ さ た く ま

する

環境を整備できるよう，カリキュラムの編成や入学者選抜等において工夫することが望

ましいと考えます。人数については特に規定しませんが，多くの留学生を受け入れてい

ただくことで期待される効果も大きくなると考えます。また，帰国子女生徒を積極的に

受け入れることも学校環境の国際化を図る上では有効な取組と考えます（ただし，それ

自体で審査の際に加点されることはありません）。 

 

１０．評価・成果の普及について 

Q１. 成果の普及はどの程度行う必要がありますか？ 

A１. 成果の普及については，初年度から積極的に行ってください。具体的には，管理機関や

事業拠点校等のホームページ上での活動報告や各種研修会での先進事例としての報告
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など広く社会への周知活動を期待しています。 

 

Q２. 国は，事業対象の高校生が取り組んだ課題研究内容について発表する場を企画していま

すか？ 

A２. 全国高校生フォーラム等の開催を検討中です。 

 

Ｑ３. 評価はいつ，どのように行いますか？ 

Ａ３. 事業開始から 3 年目に最終的な評価を実施し，その評価結果等により 4 年目以降も特

例制度等を活用した事業の継続が可能になる予定です（支援金は 4年目以降はありま

せん）。ただし自己評価については毎年度行っていただくことを予定しています。 

 

１１．経費について 

Q１. 支援額約900万円というのは，1年間の支援額ですか，それとも３年間の総額ですか？

また，1 年間の支援額の場合，2 年目以降の支援額はどうなりますか？ 

A１. 支援額約 900万円は，令和２年度の委託額（案）です。2 年目以降の支援額について

は，1 年目の実績を踏まえて今後検討します。 

 

Q２. 支援対象外となる経費を教えてください。 

A２. 本事業の支援に対する目的から，主な支援対象となるのは，イノベーティブなグローバ

ル人材の育成のための先進的なカリキュラム研究開発・実践や体制整備など高校生へ高

度な学びを提供する仕組み（ＡＬネットワーク）の形成を目指す取組です。支援対象外

となる経費については，例えば， 

① 語学教育を目的とした費用（語学研修参加費，外部検定試験受検料，教員の海外研

修に係る費用） 

② 本事業との関わりが薄い費用（国際バカロレアの認定申請にかかる費用） 

③ 年間行事等，本事業を実施する以前に既に定例化しているものに対する費用 

  ・研修旅行の中の「研修以外」の行事 

  ・事業との関連が説明しづらい物作り体験，観光入場料等 

④ 本事業の成果に関係のない，学校そのものの広報に関する費用 

⑤ 施設の整備，施設に固定する備品 

 ・ＩＣＴ機器を保管する棚 

⑥ 既存の設備や備品の改造費，修理費及び本来学校運営上整備が必要な品に係る費用 

  ・図書管理用品（図書整理用カード，カードポケット，バーコードシール，カバー等） 

⑦ 机，椅子（グループワーク用も含む）書棚，保管庫等，学校の施設整備に関する費

用 

⑧ 常勤教員の人件費（休日出勤手当，時間外勤務手当等含む） 

⑨ 工事費（学校の施設・設備に変更を加える工事） 

・ICT 環境整備のための無線 LAN 工事 

⑩ 委託費のうち，本事業の主たる取組の運営・運用や開発等を丸投げするような性質

のもの 
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⑪ 予備費のような支出目的が未定な費用 

⑫ ICT 関連備品等の購入等，情報化施策との切り分けが困難な費用 

   ⑬ 単価が１０万円以上の物品 

⑭ 食糧費，生徒の資格取得費用等，特定個人の利益に資する費用 

⑮ 電話代，光熱費，プロバイダー費等，他の目的との切り分け等の理由で算出が困難

な費用（成果普及用の費用は内容を勘案して可能）  

⑯ その他，事業を遂行する上での必要性を鑑み，不適当なもの（数量，目的，内容が

不明確なもの）  

 

Q３. 海外大学進学サポート（エッセイの添削や SAT対策等）に係る費用は対象となります

か？  

A３. 本事業の対象生徒の海外大学進学サポートにおいて，例えば課題研究の英語論文指導と

してネイティブの外部講師を活用している場合，当該講師が課題研究の一環としてエッ

セイの添削も行うことは考えられます。その際，エッセイの内容と本事業との関連性を

明確にする必要があります。 

 

Q４. 事業連携校に係る費用は支援対象となりますか？ 

A４. 本事業の構想計画に明記され，研究開発の一環であれば，支援可能です。個別の事例に

ついては，その都度必要性を確認する場合もあります。 

 

Q５. 運営指導委員会等の運営に係る経費は支援対象となりますか？ 

A５. 運営指導委員の諸謝金や旅費，会議費等が対象となります。 

 

Ｑ６. 海外から研究者や高校生を招聘する費用は支援対象となりますか？ 

A６. 事業の一環として，海外の研究者を日本に招聘して講義講演を行ってもらう等の場合，

当該研究者の渡航費は支援対象となります。一方，海外の高校生やその引率教員を招聘

する場合は，渡航費は支援対象外であり，日本到着以降の国内移動費等のみ支援対象と

なります。支援できる内容は，国内在住者と同じです。 

 

Q７. 国内外の研修を実施する際，航空券の手配やバスの借り上げ等を旅行会社へ委託する予

定です。この場合は「WWL コンソーシアム構築支援事業委託要項」の「９．再委託」

に該当しますか？ 

A７. 該当しません。旅行会社への委託料の中においても，経費支援対象外となる項目が含ま

れている可能性がありますので，対象となる項目についてそれぞれの経費区分に計上し

てください。具体的には，航空運賃等は旅費に，バスの借り上げについては借損料に計

上してください。 

 

Q8．「企業版ふるさと納税」とはどういう制度ですか。 

A8．平成 28年度税制改正により創設された志のある企業が地方創生を応援する税制です。 

   詳細は内閣府地方生成事務局が管理・運営する企業版ふるさと納税ポータルサイト等を 

   ご覧ください。
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https://www.kantei.go.jp/jp/singi/tiiki/tiikisaisei/kigyou_furusato.html 

 

１２．他事業との関係 

Q１. 同一校が，本事業や地域との協働事業グローカル型などに同時に申請することは可能で

すか。 

Ａ１. それぞれの事業の目的及び趣旨に照らしてどちらか最も近い事業で申請してください。 

 

Q２. ＳＧＨの指定を中止して本事業へ申請をすることは可能ですか？  

Ａ２. 制度上，不可能ではありませんが，委託された事業を全うせずに，他の事業に切り替え

ることは好ましくありません。 
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令和２年度ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業 

公募時提出資料（構想計画書等）記入要領 

 

令和２年度ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業（以下

「本事業」という。）の採択のための審査は，申請者から提出される構想計画書等の書類を

もとに行われます。 

書類の作成全般については，以下の点に留意してください。 

 

① 構想計画書等の提出後の差し替えや訂正は認めません。 

② 本事業の「実施要項」，「委託要項」，「公募要領」，「審査要項」，「審査基準」等を

確認しながら，各項目について具体的に記入してください。 

③ 採択された構想の構想計画書等は【別紙様式６】担当者名簿を除き，すべて公表する予定

です。 

④ 本事業の内定後，企画評価会議で付された意見等を踏まえ，必要に応じて文部科学省か

ら構想計画書等の修正を求める場合があります。 

⑤ それぞれの様式に枚数制限がある場合，分量は片面で計算してください。 

⑥ 一つの管理機関から複数の申請を行う場合は，申請毎に書類を作成してください。 

⑦ 提出する際は，各都道府県・指定都市教育委員会高等学校教育主管課，各都道府県等私立

学校事務主管課，附属高等学校及び中等教育学校を置く各国立大学法人附属学校事務主

管課において取りまとめて提出してください。なお，政令指定都市以外の市及び町村立

学校の管理機関におかれては，都道府県教育委員会高等学校教育主管課にて，とりまと

めの上，提出してください。 
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Ⅰ．【別紙様式１】申請希望調書 

 設置又は所管する学校に係る申請希望の有無を把握し提出してください。申請希望調書

の提出がない場合は，後日構想計画書等を提出いただいても，申請を受け付けません。 

 「担当者連絡先」の欄には，申請の取りまとめを行う担当者について記入してくださ

い。 

 「管理機関」の欄には，学校設置者の名称を記入してください。 

 「事業拠点校」の欄には，事業拠点校となることを希望する学校名を記入してくださ

い。 

 「都道府県番号」の欄には，シート「都道府県番号」を参考にして，管理機関の所在す

る都道府県番号を記入してください。番号を記入すると，自動的に都道府県名が挿入さ

れます。 

 表には，「管理機関」，「事業拠点校」，「事業共同実施校」，「事業連携校」の情報

を記入してください。「管理機関」と「事業拠点校」の欄は必ず記入してください（名

称は上記に入力したものが自動的に挿入されます）。「事業共同実施校」と「事業連携

校」の欄は，無い場合は記入不要です。欄が足りない場合は，適宜行を挿入してくださ

い。 

 （  ）の部分は，学校種を「国立」「公立」「私立」の中から選択してください。 

 「国の他の事業の有無」の欄は，文部科学省が実施する事業を含む，国の他の事業の実

施があれば「有」を選択し，事業名を記入してください。当該高等学校等が，文部科学

省が実施する「スーパーグローバルハイスクール」，「スーパーサイエンスハイスクー

ル」，「スーパープロフェッショナルハイスクール」，「研究開発学校」，「地域との

協働による高等学校教育改革事業」等の他事業の指定を受けている（またはその予定が

ある）場合，本事業の拠点校または共同実施校となることはできませんが，連携校とな

ることは可能です。本事業の申請に際しては，これらの事業との区分・相違などを十分

整理した上で申請書類を作成してください。また，本事業に採択された管理機関が，同

時に国の他の事業を実施する場合には，同一の取組に対して複数の事業から経費支援を

行うことはできませんので，それぞれの事業の目的及び趣旨を適切に整理した上で計画

することが必要です。 

 

Ⅱ．【別紙様式２－１～３】文部科学大臣宛（あ）て公文書の作成 

 本事業の申請にあたっては，文部科学大臣宛の公文書【別紙様式２－１】，事業拠点校

となることを希望する学校の同意書【別紙様式２－２】，事業共同実施校となることを

希望する学校の同意書【別紙様式２－３】を作成してください。 

 事業共同実施校が複数ある場合は，【別紙様式２－１】中の「事業共同実施校名，校長

名，所在地」について欄を増やして，それぞれの高等学校等について記入してくださ

い。また，それぞれの高等学校等について【別紙様式２－３】を添付してください。 

事業共同実施校がない場合は，【別紙様式２－１】中の「事業共同実施校名，校長名，

所在地」の欄を削除してください。【別紙様式２－３】の添付は不要です。 

 

Ⅲ．【様式自由】構想全体の概要が分かるビジュアル資料 

構想全体の概要が分かるビジュアル資料（A4判 1頁）を作成し，添付してください。そ

の際，3年後の支援終了後のイメージを描くよう意識してください。 
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Ⅳ．【別紙様式３】実施希望調書 

 A4判 4頁以内で作成してください。本文作成はMS明朝で 11ポイント以上の大きさの

文字等を使用してください。 

 「管理機関」の欄には，学校設置者の名称を記入してください。 

 「事業拠点校」の欄には，事業拠点校となることを希望する学校名を記入してくださ

い。 

 管理機関の所在する都道府県名を記入してください。 

 表には，「管理機関」，「事業拠点校」，「事業共同実施校」，「事業連携校」の情報

を記入してください。「管理機関」と「事業拠点校」の欄は必ず記入してください。

「事業共同実施校」と「事業連携校」の欄は，無い場合は記入不要です。欄が足りない

場合は，適宜行を挿入してください。 

 （  ）の部分は，学校種について，「国立」「公立」「私立」のいずれかを記入して

ください。 

 「国の他の事業の有無」の欄は，文部科学省が実施する事業を含む，国の他の事業の実

施があれば「有」と記入し，事業名を記入してください。当該高等学校等が，文部科学

省が実施する「スーパーグローバルハイスクール」，「スーパーサイエンスハイスクー

ル」，「スーパープロフェッショナルハイスクール」，「研究開発学校」，「地域との

協働による高等学校教育改革事業」等の他事業の指定を受けている（またはその予定が

ある）場合，本事業の拠点校または共同実施校となることはできませんが，連携校とな

ることは可能です。本事業の申請に際しては，これらの事業との区分・相違などを十分

整理した上で申請書類を作成してください。また，本事業に採択された管理機関が，同

時に国の他の事業を実施する場合には，同一の取組に対して複数の事業から経費支援を

行うことはできませんので，それぞれの事業の目的及び趣旨を適切に整理した上で計画

することが必要です。 

 本文には，管理機関と事業拠点校及び事業共同実施校の概要，現状，これまでの取組実

績，申請を希望する理由等を各項目に沿って具体的に記入してください。 

 「４ 教員加配の希望の有無（公立のみ）」の欄は，公立高等学校の適正配置及び教職

員定数の標準等に関する法律第 22条第 5号に基づく研究指定校にかかる加配教員の希

望の有無について，「有」「無」を記入してください。「有」の場合，それぞれの事項

について，簡潔に記載してください。ただし，政府予算等の状況により，必ず加配が認

められるとは限りませんので留意してください。「無」の場合，及び公立以外の場合は

記入不要です。 

 

Ⅴ．【別紙様式４－１，２】構想計画書 

 拠点校と共同実施校の「令和２年度在籍生徒の、３年間の教育課程表」及び「学校パン

フレット」を添付してください。ただし，頁数には計上しません。 

 任意の添付資料がある場合は，A4判 2頁以内に収めてください。 

＜【別紙様式４－１】について＞ 

 「管理機関」の欄には，学校設置者の名称を記入してください。 

 「事業拠点校」の欄には，事業拠点校となることを希望する学校名を記入してくださ

い。 

 「都道府県番号」の欄には，シート「都道府県番号」を参考にして，管理機関の所在す

る都道府県番号を記入してください。番号を記入すると，自動的に都道府県名が挿入さ
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れます。 

 「構想名」の欄は，30字程度以内で記入してください。 

 「構想概要」の欄は，【別紙様式４－２】において記載した内容を基に，400字以内で

簡潔に記入してください。その際に設定したグローバルな社会課題を記入して下さい。 

 「研究開発・実施体制」の表には，「管理機関」，「事業拠点校」，「事業共同実施

校」，「事業協働機関」，「事業連携校」の情報を記入してください。「管理機関」と

「事業拠点校」の欄は必ず記入してください（名称は③④に入力したものが自動的に挿

入されます）。「事業共同実施校」，「事業協働機関」，「事業連携校」の欄は，無い

場合は記入不要です。欄が足りない場合は，適宜行を挿入してください。 

 （  ）の部分は，学校種を「国立」「公立」「私立」の中から選択してください。 

 「対象」及び「対象外」の欄に，それぞれの「学科・コース名」と学年毎の生徒数を記

入してください。欄が足りない場合は，適宜行を挿入してください。「計」及び「学校

規模」の欄は，自動的に入力されますが，行の挿入等によりうまく入力されない場合は

正しい数値を入力し直してください。 

＜【別紙様式４－２】について＞ 

 A4判 15頁で作成してください。本文作成はMS明朝で 11ポイントの大きさの文字等

を使用してください。 

 記載されている各項目について，現状や 3 年間で達成すべき状態を的確に分析し，注力

する項目（強みと課題）や実施計画が分かるよう具体的に記入してください。 

 様式の改変はできません。また各項目は指定された頁内に収め、各項目名は変更しない

でください。 

 各項目における頁数は以下のとおりです。 

１ 構想目的・目標の設定：2頁（Ｐ１～Ｐ２） 

２ ＡＬネットワークの形成：3頁（Ｐ３～Ｐ５） 

３ 研究開発・実践：5頁（Ｐ６～Ｐ１０） 

４ 実施体制の整備：3頁（Ｐ１１～Ｐ１３） 

５ 財政支援等：1頁（Ｐ１４） 

６ ワーク・ライフ・バランスの推進：1頁（Ｐ１５） 

 作成にあたっては，下記を参照してください。 

・公募要領「２．（９）対象となる構想」に示されているⅠ～Ⅴの各項目 

・審査要項に示されている「審査の観点」Ⅰ～Ⅵの各項目 

・審査基準別紙「書面審査係数一覧」に示されている「審査項目」（１）～（７）の

各項目 

なお，「加算項目」については，それぞれの項目の中で加算項目の内容を満たしている

事実があれば，それが分かるよう記入してください。また，協定文書等，証明の必要な

書類がある場合は，別途添付してください。 

 

Ⅵ．【別紙様式５－１～３】所要経費等 

 公募要領「２．（10）経費」の項目を参照のうえ，所要経費の積算内訳を【別紙様式５

－１】（シート「管理機関積算」）に記入してください。 

 委託要項７．に基づき，事業の一部を第三者に再委託する場合は，【別紙様式５－２】

（シート「再委託先積算」）及び【別紙様式５－３】（シート「再委託申請書」」を提

出してください。 

 1件当たりの経費については，公募要領「２．（８）経費支援額上限」に記載の金額を

予定していますが，最終的には企画評価会議において，構想の規模及び本事業全体の予
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算額等に応じて調整し，支出する予定です。なお，積算にあたっては，予算の状況等に

より最終的に減額されることや，経費として適当でないものについて減額されることに

あらかじめ留意してください。 

 「委託費申請額①」の列には国の経費で行う取組の合計について，「管理機関負担額

②」の列には管理機関の経費で行う取組の合計について記入してください。その際，ど

の取組が管理機関の負担で行う予定かが分かるよう，備考欄にその旨を記入してくださ

い。 

 各経費費目が，本事業におけるどの取組に該当または関連するのかを，赤字の記入例を

参考にして，備考欄に記入してください。 

 積算基礎については，現段階で構想中の計画に基づき，員数，個数，回数，単価等を記

入してください。なお，単価等は管理機関の規程，物品等であれば定価で構いません。 

 成果物（成果報告書を含む。）については，各管理機関のホームページや幹事管理機関で

一般に公開することを前提に作成し，報告時は掲載箇所をお知らせください。（任意様式）

紙媒体を関係機関へ配布するための部数についても必要と認められる範囲で計上して構

いませんが，管理機関においては，国内外の他の高等学校等へ広く情報提供して積極的な

情報発信へのご協力のほどお願いいたします。 

 謝金単価については，管理機関における基準単価を採用してください（公募要領２．

（10）「経費区分一覧表」１．諸謝金「積算基礎・備考」欄参照）。また，諸謝金につ

いて経費支援を申請する場合は，申請時に最新版の規定の写しを提出してください。 

 

Ⅶ．【別紙様式６】担当者名簿 

必要事項を記入し提出してください。なお，内定後に担当者の変更があれば，修正したも

のを速やかに再提出してください。 

１：申請の取りまとめを行う担当者について記入してください。申請後の審査過程におけ

る文部科学省からの連絡については，原則として当該担当者に連絡します。 

２：申請を行う担当者について記入してください。採択後の文部科学省からの連絡につい

ては，原則として当該担当者に連絡します。上記１と同じである場合は記入不要で

す。 

３：事業拠点校となることを希望する高等学校等について記入してください。 

４：事業共同実施校となることを希望する高等学校等について記入してください。複数校

ある場合は適宜欄を追加してください。事業共同実施校がない場合は記入不要です。 

 

 



 

ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業 

審査要項 

 

平成３１年１月２３日 

令和元年１２月２６日改訂 

文部科学省初等中等教育局長  

 

「ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業」の審査は，この

審査要項に従って行う。 

 

１．審査の基本方針 

審査は，国立，公立及び私立高等学校，中等教育学校，併設型及び連携型中学校・高等

学校（以下｢高等学校等｣という｡）の管理機関（国立の高等学校等にあっては当該学校を設

置する国立大学法人，公立の高等学校等にあっては当該学校を所管する教育委員会，私立

の高等学校等にあっては当該学校を設置する学校法人等をいう。以下同じ。）から申請さ

れた本事業に関する構想計画について，３年後の完成像を踏まえ，構想目的・目標の設定

の適合性，構想目的達成の仕組みの妥当性等，先進的なカリキュラム研究開発・実践の実

現性，管理機関の実施体制，管理機関による財政支援等や総合的な事業計画の実現性につ

いて評価するとともに，ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価も行う。 

なお，採択に際しては審査の評点順とするが，構想の多様性を確保する観点から，取組

の特徴，地域性及び国公私のバランスにも配慮する。 

 

２．審査の方法 

（１）審査方法・審査の枠組み 

① 審査を実施するため「ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築

支援事業企画評価会議」（以下「企画評価会議」という。）を設置する。 

② 企画評価会議においては，受理された全ての申請について「第１段審査（書面審査）」

及び「第２段審査（総合的な調整を行うことを主眼とした合議審査）」を実施し，採

択する構想計画の審査を行う。 

参考１ 

 



 

＜審査の手順＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）審査（の進め方） 

①第１段審査（書面審査） 

・企画評価会議は，高等学校等の管理機関から提出されたＷＷＬ（ワールド・ワイド

・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業構想計画書について，審査要項，審査

基準に基づき，書面審査を行う。 

② 第２段審査（合議審査） 

・第 1 段審査の評価を基に総合的な調整を行うことを主眼とした、十数人程度で構成

される企画評価会議協力者による合議審査。 

・必要に応じて構想計画についての改善のための条件又は意見を付すことができる。 

 

３．審査の観点 

本事業の採択に当たっては，「ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシア

ム構築支援事業審査基準」に沿って審査を行う。なお，審査に当たっては，審査の基本方

針を踏まえ，本事業に関する構想計画について，３年後の完成像を踏まえ，構想目的・目

標の設定の適合性，構想目的達成の仕組みの妥当性等，管理機関の実施体制，管理機関に

よる財政支援等，総合的な事業計画の実現性について評価を行うとともに，ワーク・ライ

フ・バランス等の推進に関する評価も行う。 

 

 

 

ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム

構築支援事業企画評価会議 

① 書面審査 

 

 

 

②第２段審査（合議審査） 

（書面審査結果に基づき，採択する構想計画を審査） 

① 第１段審査（書面審査） 



 

４．開示・公開等 

（１）企画評価会議の審議内容の取扱い 

各構想計画の審査及び会議資料については，審査の円滑な遂行確保の観点から原則非公

開とする。ただし，企画評価会議が公開とすることを決定したときは，この限りでない。 

 

（２）審査結果について 

審査結果及び採択された構想計画は，文部科学省ホームページへの掲載等により，広く

社会へ情報提供することとする。 

 

（３）協力者の氏名について 

企画評価会議協力者の氏名については，採択後に公表することとする。 

 

５．協力者の遵守事項 

（１）秘密の保持 

審査委員は，本審査で知り得た情報を口外してはならない。ただし，公表されている

内容はその限りではない。 

（２）利害関係者の審査 

① 審査委員は，競争参加者の中に次のいずれかに該当する者がいたときは，速やかに文

部科学省初等中等教育局参事官付（高等学校担当）に文書で申し出なければならない。 

(ア) 競争参カ所の企画提案書の中に，何らかの形で審査委員自身が参画する内容の記載

があった場合 

(イ) 審査新が所属している法人等か申請があった場合 

(ウ) 審査委員自身が，過去 5 年以内に競争参加者から寄附を受けている場合 

(エ) 審査委員自身が，過去 5 年以内に競争参加者と共同研究又は共同で事業を行い且つ

そのための資金を審査委員自身が受け取っている場合 

(オ) 審査委員自身と競争参加者との間に，過去 5 年以内に取引があり且つ競争参加者か

らその対価を審査委員自身が受け取っている場合 

(カ) 審査委員自身が，競争参加者の発行した株式または新株予約券を保有している場合 

(キ) その他，競争参加者（競争参加者が法人の場合はその役員，その他企画提案書の中

の研究代表又は共同参画者等を含む）との間に深い利害関係があり，当該競争参加者

の審査を行った場合に社会通念上の疑義を抱かれるおそれがある場合 

等申請された構想に直接関係する協力者（以下「利害関係者」という。）は，事務局に

その旨申し出ることとし，自己の関係する構想の審査を行わないこととする。また，

企画評価会議における当該構想の個別審議に加わることができないこととする。 

② 前項の（ア）から（カ）に該当する場合，当該審査委員はその関係性を有する競争参

加者の審査を行ってはならない。また，（キ）に該当する場合，文部科学省は審査委員

会に当該審査委員の審査の可否についての決定を求めなければならない。ただし，当該

審査委員自ら当該競争参加者の審査を辞退した場合はその限りではない。 

③ 企画評価会議は，前項の要請を受けた場合はただちに審査委員の中から委員長を選任

し，当該審査委員の審査の審査の可否について決定しなければならない。また，企画評

価会議は，前項の要請を拒否することもできる。 



 

④ 審査委員は，前項により企画評価会議が審査を行ってはならないことを決定した場合

又は要請を拒否した場合はその関係性を競争参加者の審査を行ってはならない。 

（３）不公正な働きかけ 

① 審査委員は，当該審査については不公正な働きかけがあった場合は，すみやかに文部

科学省初等中等教育局参事官付（高等学校担当）に報告しなければならない。 

② 文部科学省は前項の報告を受けた場合は適切に対処しなければならない。 

 



 

ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業 

審査基準 

 

平成３１年１月２３日 

令和元年１２月２６日改訂 

文部科学省初等中等教育局長  

 

ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援事業の審査において，

審査項目ごとの審査基準等を以下のとおり定める。 

 

１．第1 段階（書面）審査 

（１）第１段階（書面）審査の評点 

第１段階審査は，ＷＷＬ（ワールド・ワイド・ラーニング）コンソーシアム構築支援

事業審査要項（以下「審査要項」という。）の「３．審査の観点」の各要素との適合性

を踏まえつつ，「（３）審査の観点」の項目（以下「審査項目」という。）ごとに以下

の５段階の区分により判断することとする。 

 

評点 評価 

５ 非常に優れている。 

４ 優れている。 

３ 妥当である。 

２ やや不十分である。 

１ 不十分である。 

 

（２）各評点の所見等 

① 審査の所見は，採択すべき構想の決定に当たって極めて重要な判断材料となるため，

できるだけ「コメント」欄又は「総合所見」欄に記入すること。特に，下記「（３）

審査項目と審査の観点」の各項目の評点で，「５」や「１」の評点を付した場合，ど

の点が非常に優れているのかまたはどの点が不十分であるのかについて，具体的に判

断根拠・理由等を必ず「コメント」欄に記入すること。 

② 採択となった際，計画の修正等の条件を付す必要がある場合は，必ずその内容を「総

合所見」欄に記入すること。 

なお，ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価は別に定める。 

 

【評点の基本的考え方】 

１．審査を担当する構想の各審査項目に付す評点（５～１）については，「絶対評価」

により付すこととする。 

２．各審査項目については，その重要性に鑑み，項目ごとに係数をかけて評点に重み付

参考２ 

 



 

けをする。 

 

３．ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価も行う。 

○ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等又は内閣府男女共同参画局長の

認定等相当確認を有していること。 

以下の認定等の中で該当する最も配点の高い区分により評価を行う。 

 

○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく認定

（えるぼし認定）等 

・認定段階１（労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）＝１０点 

・認定段階２（労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。）＝１５点 

・認定段階３＝２０点 

・行動計画策定済（女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がない事

業主（常時雇用する労働者の数が３００人以下のもの）に限る（計画期間が満了し

ていない行動計画を策定している場合のみ）＝５点 

 

○次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・プラチ

ナ認定企業） 

・くるみん認定＝５点 

・プラチナくるみん認定＝１０点 

 

○青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定 

・ユースエール認定＝１０点 

 

○上記に該当する認定等を有しない＝０点 

 

（３）審査の観点 

Ⅰ 構想目的・目標の設定 

a. 事業の趣旨を踏まえて，イノベーティブなグローバル人材像を，資質・能力（コンピ

テンシー），心構え・考え方・価値観等（マインドセット），探究スキル等の観点か

ら多面的に設定し，明確化している。 

注記）上記に挙げた 3つの観点は，スーパーグローバルハイスクール（文部科学省事業：2014年度~2020年度予定）

の事業成果検証において，高校生段階のグローバル人材の資質・能力を測るための指標を設定した際に用いたもの

であり，本事業においても活用する予定。 

b. 事業の趣旨を踏まえて，ＡＬネットワークの目的と役割を明確化している。 

c. 設定したイノベーティブなグローバル人材像及びＡＬネットワークの目的と役割に基

づいて，短期的，中期的及び長期的な目標を具体的に設定している。 

 

Ⅱ ＡＬネットワークの形成 

a. 構想目的・年度計画の策定，事業の運営，達成状況の評価・見直しのため，管理機関

の長と拠点校等における本事業の運営責任者，主要な協働機関の関係者等をメンバー



 

とするＡＬネットワーク運営組織を管理機関に設置している。【要件２－①（関連）】 

注記）特に連携校において，国の他事業を実施することを希望する（または既に実施している）場合，複数の取組

を実施するための体制の確認や調整を行うこと。 

b. ＡＬネットワーク運営組織により，本事業が円滑および適切になされるよう，関係機

関の間で十分な情報共有体制を整備し，新たな協働事業の開発，有効な事業実施を実

現している。【要件２－③】 

注記）特定の国や地域に特化することなく，少なくとも 2地域以上の，国内協働プログラム，国際協働プログラム，

国内外のネットワークを活用した国際会議等のプロジェクトが考えられる。 

c. ＡＬネットワーク運営組織が，国内外の大学，産業界，その他国際機関等との連携・

交流を通じて，当該プログラムの修了生の国際的な分野を学ぶ国内外の大学への進学

や国内外のトップ大学等への進学，海外留学等の促進に寄与している。 

注記）長期的な成果として，当該プログラムの修了生の国際的なキャリアへの進路選択等が考えられる。 

d. ＡＬネットワーク運営組織に専任者からなる事務局を設置するとともに，本事業のカ

リキュラムを開発する人材を配置している。【要件２－④】 

e. ＡＬネットワーク運営組織において，国内外の大学，企業，国際機関等と協働し，国

内外の高等学校等との連携によるテーマと関連した高校生国際会議等を事業終了まで

に行うことを明確化している。【要件１－⑨】 

注記）国際会議等での国際プロジェクトや英語課題研究論文等の発表や表彰等の取組も考えられる。 

f. 事業成果の社会普及のため，社会に開かれたフォーラムや成果報告会などを予定して

いる。またホームページ等による公表（外国語を含む）を予定している。 

g. ＡＬネットワーク運営組織が，構想目的の達成に資する取組を計画し，その効果的か

つ円滑な運営のための情報収集・提供を行っている。 

注記）例えば，ここでの取組には，次のようなことが考えられる。 

 国が実施するアジア高校生架け橋プロジェクトや海外の連携校等からリーダー，架け橋となる優れた人材を受

け入れ，拠点校や連携校の高校生と受け入れた生徒が一緒に授業・探究活動を履修【要件１－⑧】 

 ＩＣＴ，ＩｏＴ活用による国内外との連携教育の強化 

【加算項目】 

h. ＡＬネットワーク運営組織の基盤となる関係機関との協定文書等がある。 

 

Ⅲ 研究開発・実践 

a. グローバルな社会課題の中からテーマ（ＳＤＧｓ，経済，政治，教育，芸術等）を設

定している。【要件１－①】 

b. 拠点校，共同実施校，連携校等が，管理機関のリーダーシップのもと，イノベーティ

ブなグローバル人材育成に資する体系的かつ先進的なカリキュラム設計を，国内外の

大学，企業，国際機関等との協働により行っている。【要件１－②】 

c. 設定したテーマと関連し，外国語や文理両方の複数の教科を融合した内容について，

外国語を用いながら探究活動を行う「グローバル探究」等の教科・科目を設定してい

る。また，その実施にあたって，外国人講師やＩＣＴ等を活用している。【要件１－

③】 

注記）例えば，次のような取組も考えられる。 

 探究の過程に必要なスキル（調査方法等）を習得する機会の設定 



 

 課題研究に必要な日本語や英語によるライティングスキルやプレゼンテーション技法を習得する機会の設定 

d. 海外の連携校等への短期・長期留学や海外研修等を，カリキュラムの中に体系的に位

置づけて対象となる生徒が必ず経験するようにしている。【要件１－⑥】 

e. 体系的なカリキュラムの編成にあたって，文系・理系を問わず，各教科をバランスよ

く学ぶ教育課程の編成をしている（文系・理系のコース分け等を行わずに，または，

コース分け等を行ったとしても，数学科，理科，地理歴史科，公民科等の教科を幅広

く学べるようになされている等）。【要件１－⑦】 

f. 学習活動が，構想目的の達成に資するよう工夫されたものとなっている。 

g. 高大連携による大学教育の先取り履修を可能とする取組を事業終了までに行うことを

明確化している。【要件１－④】 

h. より高度の内容（例えば，微分方程式，線形代数，データマイニングや国際法等）を

学びたい高校生が学習できる環境整備をしている。【要件１－⑤】 

i. 国が実施するアジア高校生架け橋プロジェクトや海外の連携校等からリーダー，架け

橋となる人材を受け入れ，日本人高校生と留学生が一緒に英語等で授業・探究活動を

履修するための学校体制を整備している。【要件１－⑧】 

【加算項目】 

j. これまで先進的な課題研究等の実績があり，その分析評価が行われ，それらの結果を

踏まえた研究開発計画となっており，確実な成果が見込めるものとなっている。 

 

Ⅳ 実施体制の整備 

a. 管理機関の下，拠点校を中心として組織的に研究開発・実践に取り組む体制を整備し

ている。【要件２－①】 

注記）特に，連携校において，国の他事業を実施することを希望する（または既に実施している）場合，複数の取

組を実施するための体制を整備する確認や調整を行うこと。 

b. 本事業が円滑および適切になされるよう，管理機関の下，関係機関の間で十分な情報

共有体制を整備している。【要件２－③（再掲）】 

c. 構想内容の水準を維持し，必要な改善を図るために，管理機関の長，拠点校等の校長

の役割を明確に規定している。 

d. 本事業の実施に際し，専門的見地から指導・助言に当たる運営指導委員会や事業の実

施状況を検証するための組織（検証組織）等を管理機関の中に整備し，検証に必要な

資料・情報を明確に定め，収集している。【要件２－②】 

e. 管理機関が，拠点校等の卒業生の卒業後の進路とイノベーティブなグローバル人材と

しての成長の過程を追跡把握する仕組みを構築し，必要な情報を収集している。 

f. リーダー，架け橋となる留学生等の日本での学習や生活を支援する必要な体制を整備

している。 

【加算項目】 

g. 事業拠点校での取組について，本事業による取組が学校全体の授業改善や関係機関の

教職員や生徒の意識改革を促すものとなっている。 

h. 国が実施しているアジア高校生架け橋プロジェクトの留学生を受け入れている（その

予定がある）。 

 

Ⅴ 財政等支援 



 

a. 管理機関が，本事業の運営にかかる経費を国からの委託経費のみではなく，自己負担

額についても計上している。 

b. 管理機関が，事業の実施に必要な取組に対し，人的又は財政的な支援や教職員を育成

するための研修やセミナー等を実施している。【要件２－⑤】 

注記）例えば，グローバル人材育成に関する高等学校教員向けのセミナーや海外研修制度等が考えられる。 

c. 管理機関が，国の委託が終了した後も事業を継続的に実施できる計画を作成している。

【要件２－⑥】 

【加算項目】 

d. 管理機関が，事業終了までに企業と連携した取組を「企業版ふるさと納税」の仕組み

を活用する等，国の委託が終了した後も事業を継続的に実施できる計画がある。 

 

Ⅵ 総合的な事業計画の実現性 

a.  総合的な事業計画の実現性がある。 

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する評価 

ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等又は内閣府男女共同参画局長の認定

等相当確認を有していること。 

① 女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づ

く認定（えるぼし認定）等 

② 次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・

プラチナ認定企業） 

③ 青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定 

 



【別紙】書面審査係数一覧＜ＷＷＬコンソーシアム構築支援事業＞

係数 満点

（１） 構想目的・目標の設定 120

① 事業の趣旨を踏まえて，イノベーティブなグローバル人材像を，資質・能力（コンピテ

ンシー），心構え・考え方・価値観等（マインドセット），探究スキル等の観点から多面

的に設定し，明確化している。

8 40

② 事業の趣旨を踏まえて，ＡＬネットワークの目的と役割を明確化している。 8 40
③ 設定したイノベーティブなグローバル人材像及びＡＬネットワークの目的と役割に基
づいて，短期的，中期的及び長期的な目標を具体的に設定している。

8 40

（２） ＡＬネットワークの形成 280

① 構想目的・年度計画の策定，事業の運営，達成状況の評価・見直しのため，管理機

関の長と拠点校等における本事業の運営責任者，主要な協働機関の関係者等をメ

ンバーとするＡＬネットワーク運営組織を管理機関に設置している。

8 40

② ＡＬネットワーク運営組織により，本事業が円滑および適切になされるよう，関係機関

の間で十分な情報共有体制を整備し，新たな協働事業の開発，有効な事業実施を

実現しようとしている。

8 40

③ ＡＬネットワーク運営組織が，国内外の大学，産業界，その他国際機関等との連携・
交流を通じて，当該プログラムの修了生の国際的な分野を学ぶ国内外の大学への
進学や国内外のトップ大学等への進学，海外留学等の促進に寄与する準備ができ

8 40

④ ＡＬネットワーク運営組織に専任者からなる事務局を設置するとともに，本事業のカリ

キュラムを開発する人材を配置している。
4 20

⑤ ＡＬネットワーク運営組織において，国内外の大学，企業，国際機関等と協働し，国

内外の高等学校等との連携によるテーマと関連した高校生国際会議等を事業終了

までに行うことを明確化している。

8 40

⑥ 事業成果の社会普及のため，社会に開かれたフォーラムや成果報告会などを実施

する計画ができている。
8 40

⑦ ＡＬネットワーク運営組織が，構想目的の達成に資する取組を計画し，その効果的か

つ円滑な運営のための情報収集・提供を行う準備ができている。
8 40

加算 ＡＬネットワーク運営組織の基盤となる関係機関との協定文書等がある。 4 20

（３） 研究開発・実践 440

① グローバルな社会課題の中からテーマ（ＳＤＧｓ，経済，政治，教育，芸術等）を設定

している。
8 40

② 拠点校，共同実施校，連携校等が，管理機関のリーダーシップのもと，イノベーティ

ブなグローバル人材育成に資する体系的かつ先進的なカリキュラム設計を，国内外

の大学，企業，国際機関等との協働により行っている。

12 60

③ 設定したテーマと関連し，外国語や文理両方の複数の教科を融合した内容につい

て，外国語を用いながら探究活動を行う「グローバル探究」等の教科・科目を設定し

ている。また，その実施にあたって，外国人講師等を活用しようとしている。

12 60

④ 海外の連携校等への短期・長期留学や海外研修等を，カリキュラムの中に体系的に

位置づけて対象となる生徒が必ず経験するようにしている。
12 60

⑤ 体系的なカリキュラムの編成にあたって，文系・理系を問わず，各教科をバランスよく

学ぶ教育課程の編成をしている（文系・理系のコース分け等を行わずに，または，

コース分け等を行ったとしても，数学科，理科，地理歴史科，公民科等の科目を幅

広く学べるようになされている等）。

8 40

⑥ 学習活動が，構想目的の達成に資するよう工夫されたものとなっている。 4 20
⑦ 高大連携による大学教育の先取り履修を事業終了までに行うことを明確化している。 12 60
⑧ より高度の内容（例えば，微分方程式，線形代数，データマイニングや国際法等）を

学びたい高校生が学習できる環境整備をしている。
12 60

⑨ 国が実施するアジア高校生架け橋プロジェクトや海外の連携校等からリーダー，架

け橋となる人材を受け入れ，日本人高校生と留学生が一緒に英語等で授業・探究

活動を履修するための学校体制を整備している。

4 20

加算 これまで先進的な課題研究等の実績があり、その分析評価が行われ、それらの結果

を踏まえた研究開発計画となっており、確実な成果が見込めるものとなっている。
4 20

審査項目



（４） 実施体制の整備 240

① 管理機関の下，拠点校を中心として組織的に研究開発・実践に取り組む体制を整

備している。
8 40

② 本事業が円滑および適切になされるよう，管理機関の下，関係機関の間で十分な情

報共有体制を整備している。
8 40

③ 構想内容の水準を維持し，必要な改善を図るために，管理機関の長，拠点校等の

校長の役割を明確に規定している。
8 40

④ 本事業の実施に際し，専門的見地から指導・助言に当たる運営指導委員会や事業

の実施状況を検証するための組織（検証組織）等を管理機関の中に整備し，検証に

必要な資料・情報を明確に定め，収集する準備ができている。

8 40

⑤ 管理機関が，拠点校等の卒業生の卒業後の進路とイノベーティブなグローバル人材

としての成長の過程を追跡把握する仕組みを構築し，必要な情報を収集する準備

ができている。

8 40

⑥ リーダー、架け橋となる留学生等の日本での学習や生活を支援する必要な体制を

整備している。
4 20

加算 事業拠点校での取組について、本事業による取組が学校全体の授業改善や関係

機関の教職員や生徒の意識改革を促すものとなっている。
2 10

加算 国が実施しているアジア高校生架け橋プロジェクトの留学生を受け入れている（その

予定がある）。
2 10

（５） 財政支援等 200

① 管理機関が，本事業の運営にかかる経費を国からの委託経費のみではなく，自己

負担額についても計上している，又は計上しようと努力している。
12 60

② 管理機関が，事業の実施に必要な取組に対し，人的又は財政的な支援や教職員を

育成するための研修やセミナー等を実施する準備ができている。
12 60

③ 管理機関が，国の委託が終了した後も事業を継続的に実施できる計画を作成して

いる。
12 60

加算 管理機関が，事業終了までに企業と連携した取組を「企業版ふるさと納税」の仕組

みを活用する等，国の委託が終了した後も事業を継続的に実施できる計画がある。
4 20

（６） 総合的な事業計画の実現性 12 60

（７） ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する指標 2 40

ワーク・ライフ・バランス等の取組に関する認定内容により加点
○女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（女性活躍推進法）に基づく
認定（えるぼし認定）等
○次世代育成支援対策推進法（次世代法）に基づく認定（くるみん認定企業・プラチ
ナ認定企業）
○青少年の雇用の促進等に関する法律（若者雇用促進法）に基づく認定

＜1380点満点＞ 1380



※本資料は，スーパーグローバルハイスクールの事業成果検証において，高校生段階のグローバル

人材の資質・能力を測るために使用したものです。 

スーパーグローバルハイスクール事業検証に係る指標 

 

【資質・能力（グローバルコンピテンシー）】 

 

あなたは、文化の違いから生じる、困った（困惑した）出来事（例えば、出会った外国人との言葉の壁、

ジェスチャー・生活習慣・価値観の違い）に直面した際、その解決のため、以下に挙げる行動をどの程

度、とることができますか？ 

６段階（1：「全くできない」～6：「とてもできる」）で、あてはまる番号を一つ選んでください。 

 

 

  1 全くできない 

  2 できるとは思われない 

  3 どちらかと言えばできない 

  4 どちらかと言えばできる 

  5 できると思う 

  6 とてもできる 

 

 
 

1 2 3 4 5 6 

a. 相手の置かれた立場や気持ちを察する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

b. 必要ならば、最初に決めたことを変える。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

c. 自分と異なる立場の人の価値観を尊重する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

d. 複数の視点から問題の原因を考える。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

e. 複数の選択肢を考える。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

f. 相手が意見を述べやすいように心がける。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

g. 相手との協力関係を築くように心がける。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

h. 反対意見にも耳を傾ける。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

i. 自分の得意な能力を活かす行動をとる。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

j. 自分の意見を効果的に述べて相手に説明する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

k. 解決が進んでいるか、途中で確認する。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

l. 今回の出来事から、学んだことを振り返る。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

m. 解決に向けて強い熱意を持ち続ける。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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【グローバルマインドセット】 

 

あなたは、以下に挙げるマインドセット（心構え、考え方、価値観等）をもっていますか？ 

６段階（1：「全くそうは思わない」～6：「大変そう思う」）で、あてはまる番号を一つ選んでください。 

 

  1 全くそうは思わない 

  2 そうは思わない 

  3 どちらかと言えばそうは思わない 

  4 どちらかと言えばそう思う 

  5 そう思う 

  6 大変そう思う 

 

  

1 2 3 4 5 6 

a. 様々な外国へ行ってみたい。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

b. 外国の様々な異文化に触れることは楽しいと思う。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

c. 自分に自信がある。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

d. 自分の短所よりも長所に目を向けている。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

e. 自分は人のために役立つことができる人間だと思う。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

f. 集団での問題解決場面において、率先してリーダー的

な役割を担うことができる。 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

g. 議論する際、自分だけが意見を述べることなく、参加者

それぞれの意見を聞くことができる。 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

h. 自分のやりたいことを見つけ、それに情熱を傾けたい。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

i. 将来は、外国の大学や大学院への留学（6 ヵ月以上）も

視野に入れて勉強したい。 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

j. 海外ボランティアなどの国際的な活動に積極的に参加

したい。 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

k. 将来、外国で働くことも視野に入れて、職業を選択した

い。 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 
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【ＰＰＤＡＣ（探究型行動）】 

 

あなたは、社会で起きるさまざまな問題に対する解決方法を見つけるために、以下に挙げる能力を 

発揮することができますか？ 

６段階（1：「全くそうは思わない」～6：「大変そう思う」）で、あてはまる番号を一つ選んでください。 

 

  1 全くそうは思わない 

  2 そうは思わない 

  3 どちらかと言えばそうは思わない 

  4 どちらかと言えばそう思う 

  5 そう思う 

  6 大変そう思う 

 

  

1 2 3 4 5 6 

a. 基礎学力としての知識を持つ。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

b. 関心ある事柄について、その問題の本質を発見したり、原

因を説明することができる。 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

c. 問題の重要度の根拠を見つけることができる。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

d. 生じている問題について、知識や経験を通して説明でき

る。 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

e. 問題に影響を与える原因の候補をチームメンバーと一緒

に検討して列挙し、まとめることができる。 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 

f. 問題の原因を挙げ、重要度をまとめることができる。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

g. 問題解決に向けて仮説を立てることができる。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

h. 問題解決に合ったデータや情報を選択できる。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

i. 集めたデータや情報の正確さがわかる。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

j. 作成した図表について、必要に合わせた使い方ができる。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

k. 分析した結果から、重要な結論を導き出すことができる。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

l. 提案を適切にプレゼンテーションできる。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

m. 提案した内容がどこまで有効かについて説明できる。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

n. 自分の発表に対する質問に適切に回答できる。 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

 



（研究開発学校関係資料より抜粋） 

研究開発学校における研究開発を進めるに当たっての留意点 

研究開発の指定を受けた学校（研究開発学校）においては、研究開発学校制度の趣旨に照 

らして、我が国の教育の現状についての問題意識と将来の方向を見通していく的確な洞察力

が求められます。研究開発を進めるに当たっては、担当者はもとより全教職員がこのことを

認識し、新しい学習内容や指導方法を積極的に取り入れていこうとする意欲をもって、組織

的かつ計画的に研究開発に取り組むことが期待されます。 
特に、現在指定を受けている研究開発学校においては、平成２９年３月に公示された新し 

い小学校・中学校学習指導要領等、平成３０年３月に公示された新しい高等学校学習指導要

領等の理念を十分に理解し、これらの内容を踏まえた上で、次期改訂を見据えた研究開発に

取り組むことが期待されます。 
研究開発の進め方について留意すべき事項等は次のとおりです。

(1) 研究課題及び研究仮説の設定 

研究開発を行うに当たっては、まず研究開発課題及びその課題を解決するための研究仮説

（以下「研究課題等」という。）を具体的かつ明確に設定することが必要です。その際、留

意すべき点は以下のとおりです。 
ア 児童生徒、学校及び地域の実態を踏まえた上で、具体的な必要性に基づいて設定するこ

と。 
イ 教育課程の基準の特例の設定を中心として、研究課題解決のための手段、期待される成

果等を明確にし、全体として検証が可能なものとすること。 
ウ 全校的な検討を十分に行い、全教職員の共通理解を図るとともに、  あらかじめ保護者

や地域の関係者の理解を得ておくこと。 

(2) 研究計画の作成及び研究体制の整備 

研究課題等の設定後は、これに沿って研究計画を明確かつ具体的に作成するとともに研 
究体制を整備する必要があります。 

①研究計画の作成

研究計画の作成に当たっては、運営指導委員会や関係教育委員会等との緊密な連携・協 

力が必要とされることはもちろんですが、各学校が児童生徒や地域の実態等を勘案し、創

意工夫を生かして主体的に作成することが重要です。研究計画の作成に当たって留意すべ

き点はおおむね次のとおりです。 
ア 研究開発学校でなければ実施できない研究計画を作成すること。 
イ 研究計画が研究課題等と十分かみあっていること。 
ウ 研究計画が、児童生徒や地域の実態を踏まえ、教育上の適切な配慮の下に作成されて

いること。 
エ 年度ごとの重点が明確となっており、年次計画に発展的に位置付けられていること。 

1 

参考４



オ 実施の過程において、その効果や影響を的確に把握し、再検討を要すると思われる点

については適宜改善・修正を加えるなど弾力的な対処ができるよう配慮しておくこと。 
カ 計画が全校的な共通理解の下に作成され、全教職員がそれに沿って創意工夫ができる

内容であること。 
なお、指定期間は４か年を原則としているので、特に次の点に留意すること。 

キ １年次計画に当たっては、２年次から円滑に特別の教育課程の実施に着手できるよう、

児童生徒に育むべき力の明確化、新設する教科等の教育課程上の位置付けや既存の教科

等との関係性の明確化、新設する教科等の目標・内容の明確化を図ること。また、特別

の教育課程を実施した成果を分析するための評価方法や評価指標の決定、併せて特別の

教育課程を実施する前段階での児童生徒の実態調査の実施等を行うこと。特に、１年次

計画の提出前には、保護者・地域の理解を得ることはもとより、全校的な共通理解の下、

特別の教育課程の実施に速やかに対応できるよう遺漏がないように努めること。 
ク ２年次及び３年次計画に当たっては、特別の教育課程を実施し、教育課程や指導方法

を改善するとともに、特別の教育課程の実施により、児童生徒がどのように変化したか

など、教育課程の評価にも着手すること。 
ケ  ４年次計画に当たっては、前年度までの成果を踏まえて、改善した特別の教育課程を

実施し、それらの評価を実証的に行うこと。 
コ 研究開発の成果に関する定量的なデータを得ることに留意すること。 
サ 指定期間終了後の教育課程についても事前に見通しをもっておくこと。 

②研究体制の整備

学校の研究体制の整備は、研究計画の作成と同様に研究開発を進めていく上での基本的 

な要件であり、これいかんによってその成否が大きく左右されるといっても過言ではあり

ません。研究計画の作成時には、研究目的や研究課題に適切に対応できる研究体制を整備

する必要があります。 
研究体制は、研究課題等に対応した機能的なものであるとともに全教職員が意欲と責任 

感をもって取り組めるものであることが必要です。そのためには、①役割分担が明確であ

ること、②役割相互の有機的関連が図られていること、③各教職員の特性などを考慮した

配置になっていることなど基本的な事項に遺漏がないようにするとともに、研究開発の実

施過程で研究計画に対する評価や反省を適切に行い、必要に応じて軌道修正ができるよう

にしておく必要があります。 

(3) 研究開発の展開・実施 

研究課題に即した実施計画が作成され、そのための組織体制も整えられると、次に具体的

な実施の段階に入ることになります。研究開発学校制度の眼目は実践を通して実証的な資料

を得ることにあるため、計画作成の段階においては、慎重な検討が必要であり、質の高い計

画に基づき、限られた指定期間内に十分な実践と評価を行わなければなりません。具体的な

実施の段階で配慮しなければならない点は数多くありますが、その中で特に留意すべき点と

しては次のようなものが挙げられます。 
ア 実施内容に関わる諸資料が、目的や課題に応じて常に収集できているか。 
イ 実施した結果については、経過も含め、継続的・追跡的に記録され、かつそれが実践に
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即した具体性や客観性をもっているか。 
ウ 児童生徒の実態を的確に把握し検証が行えているか。 
エ 実施の状況を把握するために、各種テスト、アンケート調査、教職員や保護者の意見聴

取などが、経年変化が見て取れるように実施されているか。 
オ 実施しながら小刻みな評価を重ね、軌道修正ができているか。また、その理由が明確に

なっているか。 
カ 当初研究計画を立てる段階で予測した効果や、予測しなかった影響が、研究開発の展開

実施の過程で的確に把握されているか。 

(4) 研究成果のまとめ 

研究開発の成果は、今後の教育課程の基準の改善等に際しての資料となるものです。先に

述べたように、報告書の内容が単に実践記録の羅列的な記述で終わることは避けなければな

りません。また、実践から当初期待していた成果が得られなかったからといって、根拠のな

い結論であったり、単なる意見や主張、又は、一般論に陥ったりしないよう留意する必要が

あります。 
まとめに当たっては、具体的な諸条件をできるだけ明確にし、実践から得られた具体的な

成果を基に簡潔で客観性のある結論付けがなされることが期待されます。取りまとめの基本

方針を具体的に挙げると、例えば次のようになります。 
ア 当初設定した研究課題を再確認し、これまでの実践が、当初のねらいのどの部分を具体

化しようとして行われたものであるかの位置付けを明確にすること。 
イ 当初設定した研究課題に応じて、具体的に何をどのように実践したか、そのような実践

のうち学習指導要領等の現行の教育課程の基準によらない部分はどこか、実践の結果どの

ような効果が現れたか、あるいは現れたと思うか、根拠を明示しつつ明らかにすること。 
ウ 期待した成果が上がらなかった事例や予期しなかった副次的な影響等についても、捨象

することのないよう、客観性をもって地道に取り上げていくこと。それらの原因や条件等

を分析し、まとめることは、今後有効に活用しうる貴重な実証的資料となりうる。 
エ 得られた成果について、児童生徒や学校の実態その他諸条件との関わりを十分に分析す

ること。また、同時にそれを他の一般の学校に適用する場合の諸条件などについてもでき

るだけ明らかにすること。 
オ ４年間の研究によって必ずしも課題の全てが解決されるわけではないので、研究課題に

関連して、今後発展的に研究を進める必要のある事項についてもまとめること。 
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（研究開発学校関係資料より抜粋） 

研究開発学校における研究開発の評価 

研究開発が効果的に進められ、更にその成果が今後の教育課程の基準の改善等に資するも 

のとして取りまとめられるためには、実施過程において随時評価を行い、研究開発の進め方

を改善するとともに、研究開発実施の最終段階において学校自身がその成果について分析・

評価を行うことが必要です。そして、評価が適切に行われるためには、あらかじめ評価の観

点を明らかにして、研究開発の手順の中に組み込んでおくことが必要です。 
研究開発学校は、これまでにも述べてきたとおり、今後の教育課程の基準の改善等に向け

ての先導的な研究を行うものであることから、それぞれの研究目的や課題に即した独自の評

価の観点や基準・方法等の開発も同時に行っていくことが望まれます。ここで示す「評価の

観点」は、そのほとんどが研究開発を進めるに当たっての留意点の再確認といったものです

が、研究開発学校の評価として共通に留意する必要のあるものだけを掲げていますので、各

学校が自校の研究開発についての評価を行う際の最低限のチェックポイントとして活用さ

れることが期待されます。 

○評価の観点 
(1) 課題認識の的確性 

この観点は、研究開発課題に示された問題意識や文部科学省が当該研究を指定した趣旨

が関係者の間で十分理解されているかどうかというものです。 

すなわち、問題の核心は何であるのか、なぜその問題が生じているのか、その問題を解

決するためにはどのような手段が考えられるか、また何がどう達成されればその問題が解

決されたといえるのかといった点が、自校の実態に即して具体的かつ的確に共通認識され

ていなければなりません。また、そもそも研究開発課題は各学校が主体的に定めるもので

あり、研究開発の成果を普遍性のあるものとするためには、実際に研究に取り組むに当た 

って、各学校のおかれている種々の条件や制約等を常に意識しておくことが必要であると

いえるでしょう。 

この観点は、研究開発を適切に進めるための基本的なものであり、各学校においては、

研究開発学校制度の趣旨を踏まえた的確な課題認識をもつことが望まれるところです。 

(2) 計画や手順の妥当性 

この観点は、研究開発課題や研究目的に沿って、適切な研究計画が立てられ、それに基

づいて妥当な研究手順を踏んでいるかというものです。 

より具体的には、①研究課題と十分かみあった計画が学校の全体の教育方針に即した形

で、全教職員の共通理解の下に作成されているかどうか、また、それが、②児童生徒の実

態や学校、地域社会の現状を踏まえ無理のないものとなっているかどうか、ということで

す。 

さらに、研究を進めていく過程においては、③当初のねらいどおりに研究が進行してい

るかどうか、④全教職員の士気が高まっているかどうか、⑤児童生徒の変容や保護者等の
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反応などが的確に把握されているかどうか、などの点が挙げられるでしょう。 

(3) 研究のねらいの達成度 

この観点は、研究開発の当初に定めた研究のねらいが、どの程度まで達成されているか、

また、研究課題について解決しようとしていた点がどれだけ明らかになったか、というも

のです。 

より具体的には、①学習指導要領等によらないで編成した特別の教育課程は、どの点が

どのような意味で現行の基準と異なっているのか、②その教育課程は、当初のねらいに即

したものとなっているか、③その教育課程や新しい教育方法によって児童生徒の学習にど

のような効果が現れているか、学校の運営等にどのような影響があったかなどがチェック

ポイントとなるでしょう。 

また、研究開発学校の研究は実践を通したものであるだけに、その過程では予期しなか

った問題点も生じるなどして、必ずしも当初のねらいどおりの成果が得られなかったとい

う場合も考えられますが、この場合にも、残った課題や実施過程で生じた問題点を明らか

にするとともに、ねらいどおりの成果が得られなかった原因を明確にすることによって  、

かけがえのない貴重な資料が生まれます。 

(4) 研究の結果得られた結論の実証度 

この観点は、研究開発によって得られた結論が実践の裏付けを十分得られているかどう 

かというものです。研究開発学校制度の眼目はあくまで実践を通しての実証的な資料を得

ることにありますから、いかに優れた結論がまとめられていても、それが十分な実践を経

て得られたものでなければ、今後の有用な資料としては活用できないことになり、その意

味では、この観点は最も重要な項目の一つであるといってよいでしょう。 

(5) 研究成果の一般性 

この観点は、研究開発によって得られた成果が、他の一般の学校にどの程度まで適用可

能かというものです。 

研究開発学校の行った研究開発は、限られた環境条件の下で行われたものなので、そう

した条件の下で得られた成果が、直ちに他の一般の学校にも適用できるかどうかは慎重に

検討されなければなりません。しかしながら、研究開発学校制度は、そもそも今後の教育

課程の基準の改善等に資するためのものであるので、各学校の研究成果はある程度の一般

性をもっていることが不可欠です。しかも単なる理論付けだけによる一般性ではなく、個 

々の環境条件の下での実践から得られた結論について、一般化がどの程度までできるかと

いう点が重要となってきます。 
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